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2 (57) ADStract: Provided are a high-irequency transmission line and an elec
tronic apparatus in which crosstalk between two intersecting signal lines can
b e reduced, and the thickness o f a portion o f a laminated body at which the
two signal lines intersect can b e reduced. A dielectric element (12) i s formed
b y stacking a plurality o f dielectric sheets (18). A signal line (20) i s provided
on the dielectric sheet (18). A signal line (21) intersects the signal line (20) i n
plan view as viewed from the stacking direction. A t the portion o f intersec
tion with the signal line (20), the signal line (21) i s provided on a different
dielectric sheet (18) t o that on which the signal line (20) i s provided, and at
the portion at which the signal line (21) does not intersect with the signal line
(20), the signal line (21) i s provided on the same dielectric sheet (18) as the
signal line (20). The ground conductor (26) overlaps, i n plan view as viewed
from the stacking direction, with the portion o i intersection between the sig
nal line (20) and the signal line (21), and i s provided between the signal line
(20) and the signal line (21) with respect t o the stacking direction.

(57) 要約 ： 交差 して いる 2 本 の信号線路 間の ク ロス トー ク を
低減 で きる と共 に、積 層体 にお いて 2 本 の信 号線路 が 交差 し
て い る部分 の厚 み を低減 で きる高周 波伝 送線 路 及 び電子機 器
を提供 す る ことで あ る。 誘 電体素体 1 2 は、複 数の誘 電体
シ一 ト 1 8 が積 層 され て な る。信号 線路 2 0 は、誘 電体 シ一
ト 1 8 上 に設 け られ て い る。信 号線 路 2 は、積 層方 向か ら
平面視 した ときに、信号 線路 2 0 と交差 して お り、信 号線 路
2 0 と交差 して い る部分 において、信号 線路 2 0 とは異 な る
誘 電体 層 シー ト 1 8 上 に設 け られ 、信号 線路 2 0 と交 差 して
いな い部分 にお いて信号 線路 2 0 と同 じ誘 電体 シ一 ト 1 8 上

に設 け られ ている。 グラ ン ド導体 2 6 は、積層方 向か ら平面視 した ときに、信号線路 2 0 と信号線路 2 1
とが交差 している部分 と重な り、か つ、積 層方 向において信号線路 2 0 と信号線路 2 との間に設 け られ
ている。



明 細 書

発明の名称 ：高周波伝送線路及び電子機器

技術分野

[0001 ] 本発明は、高周波伝送線路及び電子機器に関 し、 より特定的には、高周波

信号の伝送に用い られる高周波伝送線路及び電子機器に関する。

背景技術

[0002] 従来の高周波伝送線路 に関する発明と しては、例えば、特許文献 1 及び特

許文献 2 に記載の信号線路が知 られている。該信号線路は、積層体、信号線

及び 2 つのグラン ド導体を備えている。

[0003] 積層体は、可撓性 を有する複数の絶縁体層が積層されてなる。信号線は、

積層体内に設けられている。 2 つのグラン ド導体は、信号線 を積層方向か ら

挟んでいる。 これにより、信号線 と 2 つのグラン ド導体 とは、ス トリップラ

イン構造をな している。以上のような特許文献 1 及び特許文献 2 に記載の信

号線路は、積層体により構成 されているので、一般的な同軸ケーブルの直径

よりも小さな厚みを有 している。 したがって、電子機器内の狭いスペースに

配置することが可能である。

[0004] ところで、特許文献 1 及び特許文献 2 に記載の信号線路 において、 2 本の

信号線 を交差 させたい場合がある。そこで、 2 本の信号線路 を交差 させると

、信号線路が交差 した部分では 2 つの積層体が重なる。その結果、 2 本の信

号線路が交差 した部分の厚みが非常に大 きくなつて しまう。一方、 1 つの積

層体内に 2 本の信号線 を設けて、 2 本の信号線 を積層体内において交差 させ

ることが考 え られる。 これにより、積層体において 2 本の信号線が交差 して

いる部分の厚みを低減できるものの、信号線同士が対向するので信号線間で

クロス トークが発生する。

先行技術文献

特許文献

[0005] 特許文献 1 ：国際公開第 2 0 / 0 0 7 6 6 0 号パ ンフ レツ 卜



特許文献2 ：特開2 0 1 - 7 4 0 3 号公報

発明の概要

発明が解決しょうとする課題
[0006] そこで、本発明の目的は、交差している2 本の信号線路間のクロス卜一ク

を低減できると共に、積層体において2 本の信号線路が交差している部分の

厚みを低減できる高周波伝送線路及び電子機器を提供することである。

課題を解決するための手段
[0007] 本発明の一形態に係る高周波伝送線路は、複数の誘電体層が積層されてな

る積層体と、前記誘電体層上に設けられている第 1の信号線路と、積層方向

から平面視したときに、前記第 1の信号線路と交差している第 2 の信号線路

であって、該第 1の信号線路と交差している部分において、該第 1の信号線

路とは異なる前記誘電体層上に設けられ、該第 1の信号線路と交差していな

い部分において該第 1の信号線路と同じ前記誘電体層上に設けられている第

2 の信号線路と、積層方向から平面視したときに、前記第 1の信号線路と前

記第 2 の信号線路とが交差している部分と重なり、かつ、積層方向において

該第 1の信号線路と該第 2 の信号線路との間に設けられている中間グランド

導体と、を備えていること、を特徴とする。

[0008] 本発明の一形態に係る電子機器は、高周波伝送線路と、前記高周波伝送線

路を収容している筐体と、を備えており、前記高周波伝送線路は、複数の誘

電体層が積層されてなる積層体と、前記誘電体層上に設けられている第 1の

信号線路と、積層方向から平面視したときに、前記第 1の信号線路と交差し

ている第 2 の信号線路であって、該第 1の信号線路と交差している部分にお

いて、該第 1の信号線路とは異なる前記誘電体層上に設けられ、該第 1の信

号線路と交差していない部分において該第 1の信号線路と同じ前記誘電体層

上に設けられている第 2 の信号線路と、積層方向から平面視したときに、前

記第 1の信号線路と前記第 2 の信号線路とが交差している部分と重なり、か

つ、積層方向において該第 1の信号線路と該第 2 の信号線路との間に設けら

れている中間グランド導体と、を備えていること、を特徴とする。



発明の効果
[0009] 本発明によれば、交差 している 2 本の信号線路間のクロス 卜一クを低減で

きると共に、積層体において 2 本の信号線路が交差 している部分の厚みを低

減できる。

図面の簡単な説明

[001 0] [ 図1] ·一実施形態に：係る高周波伝送線路の外観斜視図である。

[ 図2]·一実施形態に：係る高周波伝送線路の E における分解斜視図である。

[ 図3]·一実施形態に：係る高周波伝送線路の E における分解斜視図である。

[ 図4]·一実施形態に：係る高周波伝送線路の E 3 における分解斜視図である。

[ 図5]·一実施形態に：係る高周波伝送線路の接続部の分解斜視図である。

[ 図6]·一実施形態に：係る高周波伝送線路の接続部の分解斜視図である。

[ 図7]·一実施形態に：係る高周波伝送線路の E における断面構造図である。

[ 図8].一実施形態に：係る高周波伝送線路の E 2 における断面構造図である。

[ 図9] 高周波伝送線路のコネクタの外観斜視図である。

[ 図10] 高周波伝送線路のコネクタの断面構造図である。

[ 図11] 高周波伝送線路が用いられた電子機器を y 軸方向から平面視 した図で

ある。

[ 図12 ] 高周波伝送線路が用いられた電子機器を z 軸方向から平面視 した図で

ある。

[ 図13] 第 1 の変形例に係る高周波伝送線路の E における分解斜視図である

[ 図14] 第 1 の変形例に係る高周波伝送線路の E 2 における分解斜視図である

[ 図15] 第 1 の変形例に係る高周波伝送線路の E 3 における分解斜視図である

[ 図16] 第 1 の変形例に係る高周波伝送線路の区間 A における断面構造図で

ある。

[ 図17] 第 1 の変形例に係る高周波伝送線路の区間 A 2 における断面構造図で



あ る。

[ 図 18] 第 1 の変形例 に係 る高周波伝送線路 の区間 A 3 における断面構造 図で

あ る。

[ 図 19] 第 1 の変形例 に係 る高周波伝送線路 の区間 A 4 における断面構造 図で

あ る。

[ 図20] 第 2 の変形例 に係 る高周波伝送線路 の E 3 における分解斜視 図であ る

[ 図 2 1 ] 第 3 の変形例 に係 る高周波伝送線路 の外観斜視 図であ る。

[ 図22] 第 3 の変形例 に係 る高周波伝送線路 の分解斜視 図であ る。

[ 図23] 第 3 の変形例 に係 る高周波伝送線路 の断面構造 図であ る。

[ 図24] 高周波伝送線路 が用 い られた電子機 器 を z 軸 方 向か ら平面視 した図で

あ る。

発明を実施するための形態

[001 1] 以 下 に、本発 明の実施形態 に係 る高周波伝送線路 及び電子機 器 について図

面 を参照 しなが ら説 明す る。

[001 2] (高周波伝送線路 の構成 ）

以下 に、本発 明の一実施形態 に係 る高周波伝送線路 の構成 について図面 を

参照 しなが ら説 明す る。 図 1 は、 一実施形態 に係 る高周波伝送線路 1 0 の外

観斜視 図であ る。 図 2 は、 一実施形態 に係 る高周波伝送線路 1 0 の E 1 にお

ける分解斜視 図であ る。 図 3 は、 一実施形態 に係 る高周波伝送線路 1 0 の E

2 における分解斜視 図であ る。 図 4 は、 一実施形態 に係 る高周波伝送線路 1

0 の E 3 における分解斜視 図であ る。 図 5 は、 一実施形態 に係 る高周波伝送

線路 1 0 の接続部 1 2 g の分解斜視 図であ る。 図 6 は、 一実施形態 に係 る高

周波伝送線路 1 0 の接続部 1 2 ί の分解斜視 図であ る。 図 7 は、 一実施形態

に係 る高周波伝送線路 1 0 の Ε 1 における断面構造 図であ る。 図 8 は、 一実

施形態 に係 る高周波伝送線路 1 0 の Ε 2 における断面構造 図であ る。以下で

は、 高周波伝送線路 1 0 の積層方 向 を ζ 軸方 向 と定義 す る。 また、 高周波伝

送線路 1 0 の長手方 向 を X 軸方 向 と定義 し、 X 軸方 向及び ζ 軸方 向 に直交す



る方向を y 軸方向 と定義 する。

[001 3] 高周波伝送線路 1 0 は、 図 1 ない し図 6 に示すように、誘電体素体 1 2 、

外部端子 1 6 a ~ 1 6 d (外部端子 1 6 b ， 6 d のみ図示），信号線路 2

0 ， 2 1 、 グラン ド導体 2 2 ， 2 4 , 2 6 、 コネクタ 1 0 0 a ~ 1 0 0 d 及

び ビアホール導体 b 1 ， b 2 , B 1 ~ B 4 ， B 1 1 ~ B 1 4 を備 えている。

[0014] 誘 電体素体 1 2 は、線路部 1 2 a ~ 1 2 d 、 交差部 1 2 e 及び接続部 1 2

f ~ i を含んでいる。誘電体素体 1 2 は、 図 2 に示すように、保護層 1

4 、誘電体 シー ト （誘電体層） 1 8 a ~ 1 8 c が z 軸方向の正方向側 か ら負

方向側へ とこの順 に積層 されて構成 されている可撓性 の積層体である。以下

では、誘電体素体 1 2 の z 軸方向の正方向側 の主面 を表面 と称 し、誘電体素

体 1 2 の z 軸方向の負方向側 の主面 を裏面 と称 す。

[001 5] 交差部 1 2 e は、誘電体素体 1 2 の X 軸方向及び y 軸方向の中央付近 に位

置 している。線路部 1 2 a は、交差部 1 2 e か ら X 軸方向の負方向側 に向か

つて延在 している。線路部 1 2 b は、交差部 1 2 e か ら X 軸方向の正方向側

に向か って延在 している。線路部 1 2 c は、 交差部 1 2 e か ら y 軸方向の負

方向側 に向か って延在 し、 X 軸方向の負方向側 に折れ曲が つている。線路部

2 d は、交差部 1 2 e か ら y 軸方向の正方向側 に向か って延在 し、 x 軸方

向の正方向側 に折れ曲が つている。

[001 6] 接続部 1 2 f は、線路部 1 2 a の X 軸方向の負方向側 の端部 に接続 されて

お り、矩形状 をな している。接続部 1 2 g は、線路部 1 2 b の X 軸方向の正

方向側 の端部 に接続 されてお り、矩形状 をな している。接続部 1 2 h は、線

路部 1 2 c の X 軸方向の負方向側 の端部 に接続 されてお り、矩形状 をな して

いる。接続部 1 2 i は、線路部 1 2 d の X 軸方向の正方向側 の端部 に接続 さ

れてお り、矩形状 をな している。

[001 7] 誘 電体 シ一 卜1 8 a ~ 1 8 c は、 z 軸方向か ら平面視 した ときに、誘電体

素体 1 2 と同 じ形状 をな している。誘電体 シ一 卜1 8 a ~ 1 8 c は、液晶ポ

リマ またはポ リイ ミ ド等の可撓性 を有 する熱可塑性樹脂 によ り構成 されてい

る。誘電体 シ一 卜1 8 a の厚 さ D 1 は、 図 7 及び図 8 に示すように、誘電体



シ一 卜 1 8 b の厚 さ D と略等 しい。誘電体 シ一 卜 1 8 a ~ 1 8 c の積層後

において、厚 さ D 1 ， D 2 は、例 えば、 5 0 m ~ 3 0 0 m である。本実

施形態では、厚 さ D 1 ， D 2 は 1 5 0 m である。以下では、誘電体 シ一 卜

1 8 a ~ 8 c の z 軸方向の正方向側 の主面 を表面 と称 し、誘電体 シ一 卜 1

8 a ~ 8 c の z 軸方向の負方向側 の主面 を裏面 と称 す。

[001 8] また、誘電体 シ一 卜1 8 a は、線路部 1 8 a _ a ， 8 a - b , 8 a -

c ， 1 8 a _ d 、 交差部 1 8 a _ e 及び接続部 1 8 a _ f ， 8 a - g ,

8 a _ h ， 1 8 a _ ί によ り構成 されている。誘電体 シ一 卜1 8 b は、線路

咅 8 b _ a ， 8 b - b , 8 b - c , 1 8 b _ d 、 交差部 1 8 b _ e 及

び接続部 1 8 b _ f ， 8 b - g , 8 b - h , 1 8 b _ i によ り構成 され

ている。誘電体 シ一 卜1 8 c は、線路部 1 8 c _ a ， 8 c - b , 8 c -

c ， 1 8 c _ d 、 交差部 1 8 c _ e 及び接続部 1 8 c _ f ， 8 c - g ,

8 c - h , 1 8 c _ ί によ り構成 されている。

[001 9] 線路部 1 2 a は、線路部 1 8 a _ a ， 8 b - a , 1 8 c _ a によ り構成

されている。線路部 1 2 b は、線路部 1 8 a _ b ， 8 b - b , 8 c - b

によ り構成 されている。線路部 1 2 c は、線路部 1 8 a _ c ， 8 b - c ,

1 8 c _ c によ り構成 されている。線路部 1 2 d は、線路部 1 8 a _ d ，

8 b - d , 1 8 c _ d によ り構成 されている。交差部 1 2 e は、交差部 1 8

a _ e ， 1 8 b _ e ， 1 8 c _ e によ り構成 されている。接続部 1 2 f は、

接続部 1 8 a — f ， 8 b - f , 1 8 c _ f によ り構成 されている。接続部

1 2 g は、接続部 1 8 a _ g ， 8 b - g , 1 8 c _ g によ り構成 されてい

る。接続部 1 2 h は、接続部 1 8 a _ h ， 8 b - h , 1 8 c _ h によ り構

成 されている。接続部 1 2 ί は、接続部 1 8 a _ i ， 8 b - i , 8 c -

i によ り構成 されている。

[0020] 信号線路 2 0 (第 1 の信号線路）は、誘電体素体 1 2 内に設 け られてお り

、線路導体 2 0 a ， 2 0 b , 2 0 e , 2 0 f , 2 0 g (線路導体 2 0 f につ

いては図示せず）及び ビアホール導体 b 3 ， b 4 によ り構成 されている線状

導体である。線路導体 2 0 a ， 2 0 b はそれぞれ、 図 2 及び図 4 に示すよう



に、線路部 1 8 b _ a ， 8 b _ b の表面に沿 って x 軸方向に延在 している

。線路導体 2 0 e は、図 4 に示すように、交差部 1 8 c _ e の表面に沿 って

X 軸方向に延在 している。線路部 2 0 f ， 2 0 g はそれぞれ、図 5 に示すよ

うに、接続部 1 8 b _ g ， 8 b _ g の表面に沿 って X 軸方向に延在 してい

る。

[0021 ] また、 ビアホール導体 b 3 は、図 4 に示すように、線路部 1 8 b _ a を z

軸方向に貫通 してお り、線路導体 2 0 a の X 軸方向の正方向側の端部 と線路

導体 2 0 e の X 軸方向の負方向側の端部 とを接続 している。 ビアホール導体

b 4 は、図 4 に示すように、線路部 1 8 b _ b を z 軸方向に貫通 してお り、

線路導体 2 0 b の X 軸方向の負方向側の端部 と線路導体 2 0 e の X 軸方向の

正方向側の端部 とを接続 している。

[0022] また、線路導体 2 O f (図示せず）は、線路導体 2 0 a の X 軸方向の負方

向側の端部 に接続 されている。線路導体 2 0 g は、図 5 に示すように、線路

導体 2 0 b の X 軸方向の正方向側の端部 に接続 されている。 これにより、線

路導体 2 0 f ， 2 0 a 、 ビアホール導体 b 3 、線路導体 2 0 e 、 ビアホール

導体 b 4 及び線路導体 2 0 b ， 2 0 g の順 に接続 されて 1 本の信号線路 2 0

を構成 している。なお、信号線路 2 0 は、誘電体シ一 卜1 8 の幅方向のほぼ

中央に位置 している。以上のような信号線路 2 0 は、銀や銅 を主成分 とする

比抵抗の小さな金属材料により作製 されている。

[0023] 信号線路 2 1 (第 2 の信号線路）は、誘電体素体 1 2 内に設けられてお り

、線路導体 2 C , d , e , h , 2 1 i (線路導体 2 h につ

いては図示せず）及び ビアホール導体 b 5 ， b 6 により構成 されている線状

導体である。線路導体 2 c は、図 4 に示すように、線路部 1 8 b _ c の表

面に沿 って延在 してお り、具体的には、 y 軸方向の負方向側 に向かって延在

した後、 X 軸方向の負方向側 に折れ曲がつている。線路導体 2 1 d は、図 4

に示すように、線路部 1 8 b _ d の表面に沿 って延在 してお り、具体的には

、 y 軸方向の正方向側 に向かって延在 した後、 X 軸方向の正方向側 に折れ曲

がっている。線路導体 2 1 e は、図 4 に示すように、交差部 1 8 a _ e の表



面に沿って y 軸方向に延在 している。線路部 2 1 h， 2 1 i はそれぞれ、接

続部 1 8 b _ h， 8 b - i の表面に沿って x 軸方向に延在 している。

[0024] また、 ビアホール導体 b 5 は、図4 に示すように、線路部 1 8 a — c を z

軸方向に貫通 しており、線路導体 2 1 c の y 軸方向の正方向側の端部と線路

導体 2 1 e の y 軸方向の負方向側の端部とを接続 している。 ビアホール導体

b 6 は、図4 に示すように、線路部 1 8 a _ d を z 軸方向に貫通 しており、

線路導体 2 d の y 軸方向の負方向側の端部と線路導体 2 e の y 軸方向の

正方向側の端部とを接続 している。

[0025] また、線路導体 2 h (図示せず）は、線路導体 2 c の X 軸方向の負方

向側の端部に接続されている。線路導体 2 1 ί は、図 6 に示すように、線路

導体 2 1 g の X 軸方向の正方向側の端部に接続されている。これにより、線

路導体 2 1 h， 2 1 c 、 ビアホール導体 b 5 、線路導体 2 e 、 ビアホール

導体 b 6 及び線路導体 2 d , i の順に接続されて 1本の信号線路 2

を構成 している。なお、信号線路 2 は、誘電体シ一 卜1 8 の幅方向のほぼ

中央に位置 している。以上のような信号線路 2 1 は、銀や銅を主成分とする

比抵抗の小さな金属材料により作製されている。

[0026] 以上のように構成された信号線路 2 0 ， 2 1 は、 z 軸方向から平面視 した

ときに、交差部 1 2 e において交差 している。また、信号線路 2 0 において

信号線路 2 と交差 している部分 （すなわち、線路導体 2 0 e ) は、信号線

路 2 0 において信号線路 2 と交差 していない部分 （すなわち、線路導体 2

0 a , 2 0 b 及び接続導体 2 0 f ， 2 0 g ) よりも z 軸方向の負方向側に位

置 している。同様に、信号線路 2 1 において信号線路 2 0 と交差 している部

分 （すなわち、線路導体 2 e ) は、信号線路 2 において信号線路 2 0 と

交差 していない部分 （すなわち、線路導体 2 d及び接続導体 2

h， 2 1 i ) よりも z 軸方向の負方向側に位置 している。すなわち、信号線

路 2 0 ， 2 1 は、互いに交差 している部分において、交差 していない部分よ

りも離れるように z 軸方向にずらされている。

[0027] グラン ド導体 2 2 (第 1 のグラン ド導体）は、図 2 ないし図 6 に示すよう



に、誘電体素体 1 2 に設けられており、より詳細には、誘電体シ一 卜1 8 a

の表面に設けられている。これにより、グラン ド導体 2 2 は、信号線路 2 0

と信号線路 2 とが交差 していない部分 （すなわち、線路導体 2 0 a ， 2 0

b ， c , d 及び接続導体 2 0 f ， 2 0 g ， 2 1 h， 2 1 i ) よりも

z 軸方向の正方向側に設けられている。グラン ド導体 2 2 は、 z 軸方向から

平面視 したときに、誘電体素体 1 2 と略同 じ形状をな しており、銀や銅を主

成分とする比抵抗の小さな金属材料により作製されている。

[0028] また、グラン ド導体 2 2 は、図 2 ないし図 6 に示すように、主要導体 2 2

a ~ 2 2 d 、交差導体 2 2 e 及び端子導体 2 2 f ~ 2 2 i (端子導体 2 2 f

， 2 2 h については図示せず）により構成されている。

[0029] 主要導体 2 2 a ~ 2 2 d 及び交差導体 2 2 e はそれぞれ、線路部 1 8 a _

a ~ 8 a _ d 及び交差部 1 8 a _ e の表面に設けられており、 z 軸方向か

ら平面視 したときに、信号線路 2 0 ， 2 1 の線路導体 2 0 a ， 0 b , 2 1

c ， 2 1 d と重なっている。ただ し、主要導体 2 2 c ， 2 2 d 及び交差導体

2 2 e には、開口0 p 1 が設けられている。線路導体 2 1 e は、開口0 p 1

内に設けられている。これにより、主要導体 2 2 c ， 2 2 d 及び交差導体 2

2 e が線路導体 2 1 e と接触 しない。また、主要導体 2 2 a ~ 2 2 d には、

開口0 p 1以外の開口が設けられていない。よって、主要導体 2 2 a ~ 2 2

d には、信号線路 2 0 ， 2 1 と重なる開口は設けられていない。なお、主要

導体 2 2 a ~ 2 2 d はそれぞれ、線路部 1 8 a _ a ~ 1 8 a - d に沿って延

在するベタ状の帯状導体であり、交差部 1 8 a _ e を介 して互いに接続され

ている。

[0030] 端子導体 2 2 g は、図 5 に示すように、接続部 1 8 a _ g の表面に設けら

れており、主要導体 2 2 b の X 軸方向の正方向側の端部に接続されている。

端子導体 2 2 g は、四角形の枠状をな している。端子導体 2 2 f は、接続部

1 8 a _ f の表面に設けられており、主要導体 2 2 a の X 軸方向の負方向側

の端部に接続されている。ただ し、端子導体 2 2 f の構造は、端子導体 2 2

9 の構造と同 じであるので図示を省略する。



[0031 ] 端子導体 2 2 ί は、図 6 に示すように、接続部 1 8 a _ ί の表面に設けら

れてお り、主要導体 2 2 d の X 軸方向の正方向側の端部 に接続 されている。

端子導体 2 2 i は、四角形の枠状 をな している。端子導体 2 2 h は、接続部

1 8 a _ h の表面に設けられてお り、主要導体 2 2 c の X 軸方向の負方向側

の端部 に接続 されている。ただ し、端子導体 2 2 h の構造は、端子導体 2 2

i の構造 と同 じであるので図示を省略する。

[0032] グラン ド導体 2 4 (第 2 のグラン ド導体）は、図 2 ない し図 6 に示すよう

に、誘電体素体 1 2 に設けられてお り、 より詳細には、誘電体シ一 卜1 8 c

の表面に設けられている。 これにより、 グラン ド導体 2 4 は、信号線路 2 0

と信号線路 2 とが交差 していない部分 （すなわち、線路導体 2 0 a ， 2 0

b ， c , d 及び接続導体 2 0 f ， 2 0 g ， 2 1 h ， 2 1 i ) よ りも

z 軸方向の負方向側 に設けられている。 グラン ド導体 2 4 は、 z 軸方向か ら

平面視 したときに、誘電体素体 1 2 と略同 じ形状 をな してお り、銀や銅 を主

成分 とする比抵抗の小さな金属材料により作製 されている。

[0033] また、 グラン ド導体 2 4 は、図 2 ない し図 6 に示すように、主要導体 2 4

a ~ 2 4 d 、交差導体 2 4 e 及び端子導体 2 4 f ~ 2 4 ί (端子導体 2 4 f

， 2 4 h については図示せず）により構成 されている。

[0034] 主要導体 2 4 a ~ 2 4 d 及び交差導体 2 4 e はそれぞれ、線路部 1 8 c _

a ~ 8 c _ d 及び交差部 1 8 c _ e の表面に設けられてお り、 z 軸方向か

ら平面視 したときに、信号線路 2 0 ， 2 1 の線路導体 2 0 a ， 0 b , 2 1

c ， 2 1 d と重なっている。ただ し、主要導体 2 4 a ， 2 4 b 及び交差導体

2 4 e には、開口0 p 2 が設けられている。信号線路 2 0 e は、開口0 p 2

内に設けられている。 これにより、主要導体 2 4 a ， 2 4 b 及び交差導体 2

4 e が線路導体 2 0 e と接触 しない。 また、主要導体 2 4 a ~ 2 4 d には、

開口0 p 2 以外の開口が設けられていない。 よって、主要導体 2 4 a ~ 2 4

d には、信号線路 2 0 ， 2 1 と重なる開口は設けられていない。なお、主要

導体 2 4 a ~ 2 4 d はそれぞれ、線路部 1 8 c _ a ~ 1 8 c - d に沿 って延

在するベタ状の帯状導体であ り、交差部 1 8 c _ e を介 して互いに接続 され



ている。

[0035] 端子導体 2 4 g は、図 5 に示すように、接続部 1 8 c _ g の表面に設けら

れており、主要導体 2 4 b の X 軸方向の正方向側の端部に接続されている。

端子導体 2 4 g は、四角形の枠状をな している。端子導体 2 4 f は、接続部

8 c - f の表面に設けられており、主要導体 2 4 a の X 軸方向の負方向側

の端部に接続されている。ただ し、端子導体 2 4 f の構造は、端子導体 2 4

9 の構造と同 じであるので図示を省略する。

[0036] 端子導体 2 4 i は、図 6 に示すように、接続部 1 8 c _ ί の表面に設けら

れており、主要導体 2 4 d の X 軸方向の正方向側の端部に接続されている。

端子導体 2 4 ί は、四角形の枠状をな している。端子導体 2 4 h は、接続部

1 8 c _ h の表面に設けられており、主要導体 2 4 c の X 軸方向の負方向側

の端部に接続されている。ただ し、端子導体 2 4 h の構造は、端子導体 2 4

i の構造と同 じであるので図示を省略する。

[0037] 以上のように、信号線路 2 0 の線路導体 2 0 a ， 2 0 b は、グラン ド導体

2 2 ， 2 4 によりz 軸方向の両側から挟まれている。これにより、線路導体

2 0 a , 2 0 b 及びグラン ド導体 2 2 ， 2 4 は、 卜リプレー 卜型のス トリツ

プライン構造をな している。同様に、信号線路 2 の線路導体 2 C ,

d は、グラン ド導体 2 2 ， 2 4 によりz 軸方向の両側から挟まれている。こ

れにより、線路導体 2 1 c ， 2 1 d 及びグラン ド導体 2 2 ， 2 4 は、 卜リブ

レ一 卜型のス 卜リップライン構造をな している。

[0038] グラン ド導体 2 6 (中間グラン ド導体）は、図 2 ないし図 6 に示すように

、誘電体素体 1 2 に設けられており、より詳細には、誘電体シ一 卜1 8 b の

表面に設けられている。グラン ド導体 2 6 は、 z 軸方向から平面視 したとき

に、誘電体素体 1 2 と略同 じ形状をな しており、銀や銅を主成分とする比抵

杭の小さな金属材料により作製されている。

[0039] また、グラン ド導体 2 6 は、図 2 ないし図 6 に示すように、主要導体 2 6

a ~ 2 6 d 、交差導体 2 6 e 及び端子導体 2 6 f ~ 2 6 i (端子導体 2 6 f

， 2 6 h については図示せず）により構成されている。



[0040] 主要導体 2 6 a ~ 2 6 d はそれぞれ、線路部 1 8 b _ a ~ 1 8 b - d に沿

つて延在する 2 本の線状導体である。 より詳細には、主要導体 2 6 a ， 2 6

b はそれぞれ、線路部 1 8 b _ a ， 1 8 b _ b の表面に設けられてお り、 z

軸方向か ら平面視 したときに、線路導体 2 0 a ， 0 b の線幅方向の両側 に

設けられている。すなわち、線路導体 2 0 a ， 2 O b はそれぞれ、線幅方向

か ら主要導体 2 6 a ， 2 6 b により挟 まれている。 また、主要導体 2 6 c ，

2 6 d はそれぞれ、線路部 1 8 b _ c ， 8 b - d の表面に設けられてお り

、 z 軸方向か ら平面視 したときに、線路導体 2 d の線幅方向の両

側 に設けられている。すなわち、線路導体 2 C , d はそれぞれ、線幅

方向か ら主要導体 2 6 c ， 2 6 d により挟 まれている。

[0041 ] 交差導体 2 6 e は、交差部 1 8 b _ e の表面に設けられている。 これによ

り、交差導体 2 6 e は、 z 軸方向か ら平面視 したときに、線路導体 2 0 e と

線路導体 2 1 e とが交差 している部分 と重な り、かつ、 z 軸方向において、

線路導体 2 0 e と線路導体 2 1 e との間に設けられている。 また、交差導体

2 6 e には、主要導体 2 6 a ~ 2 6 d が接続 されている。

[0042] 端子導体 2 6 g は、図 5 に示すように、接続部 1 8 b _ g の表面に設けら

れてお り、主要導体 2 6 b の X 軸方向の正方向側の端部 に接続 されている。

端子導体 2 6 g は、四角形の枠状 をな している。端子導体 2 6 f は、接続部

1 8 b _ f の表面に設けられてお り、主要導体 2 6 a の X 軸方向の負方向側

の端部 に接続 されている。ただ し、端子導体 2 6 f の構造は、端子導体 2 6

9 の構造 と同 じであるので図示を省略する。

[0043] 端子導体 2 6 i は、図 6 に示すように、接続部 1 8 b _ ί の表面に設けら

れてお り、主要導体 2 6 d の X 軸方向の正方向側の端部 に接続 されている。

端子導体 2 6 i は、四角形の枠状 をな している。端子導体 2 6 h は、接続部

1 8 b _ h の表面に設けられてお り、主要導体 2 6 c の X 軸方向の負方向側

の端部 に接続 されている。ただ し、端子導体 2 6 h の構造は、端子導体 2 6

i の構造 と同 じであるので図示を省略する。

[0044] ここで、信号線路 2 0 とグラン ド導体 2 2 との z 軸方向における距離 D



は、図 7 に示すように、信号線路 2 0 とグラン ド導体 2 4 との z 軸方向にお

ける距離 D 2 と等 しい。距離 D 1 は、誘電体シ一 卜1 8 a の厚さと略等 しく

、距離 D 2 は、誘電体シ一 卜1 8 b の厚さと略等 しい。

[0045] また、信号線路 2 1 とグラン ド導体 2 2 との z 軸方向における距離 D 1 は

、図 8 に示すように、信号線路 2 1 とグラン ド導体 2 4 との z 軸方向におけ

る距離 D と等 しい。距離 D は、誘電体シ一 卜1 8 a の厚さと略等 しく、

距離 D 2 は、誘電体シ一 卜1 8 b の厚さと略等 しい。

[0046] 外部端子 1 6 b は、図 5 に示すように、接続部 1 8 a _ g の表面に設けら

れている長方形状の導体であり、端子導体 2 2 g に囲まれている。外部端子

1 6 b は、 z 軸方向から平面視 したときに、線路導体 2 0 g の X 軸方向の正

方向側の端部と重なっている。外部端子 1 6 b は、銀や銅を主成分とする比

抵抗の小さな金属材料により作製されている。また、外部端子 1 6 b の表面

には、金めつきが施されている。

[0047] 外部端子 1 6 a は、接続部 1 8 a _ f の表面に設けられている長方形状の

導体であり、端子導体 2 2 f に囲まれている。外部端子 1 6 a は、 z 軸方向

から平面視 したときに、線路導体 2 0 f の X 軸方向の負方向側の端部と重な

つている。ただ し、外部端子 1 6 a は、外部端子 1 6 b と同 じ構造を有 して

いるので、図示を省略する。

[0048] 外部端子 1 6 d は、図 6 に示すように、接続部 1 8 a _ ί の表面に設けら

れている長方形状の導体であり、端子導体 2 2 ί に囲まれている。外部端子

1 6 d は、 z 軸方向から平面視 したときに、線路導体 2 0 ί の X 軸方向の正

方向側の端部と重なっている。外部端子 1 6 d は、銀や銅を主成分とする比

抵抗の小さな金属材料により作製されている。また、外部端子 1 6 d の表面

には、金めつきが施されている。

[0049] 外部端子 1 6 c は、接続部 1 8 a _ h の表面に設けられている長方形状の

導体であり、端子導体 2 2 h に囲まれている。外部端子 1 6 c は、 z 軸方向

から平面視 したときに、線路導体 2 1 h の X 軸方向の負方向側の端部と重な

つている。ただ し、外部端子 1 6 c は、外部端子 1 6 d と同 じ構造を有 して



いるので、図示を省略する。

[0050] ビアホール導体 b は、誘電体シ一 卜1 8 a の接続部 1 8 a _ g を z 軸方

向に貫通 している。 ビアホール導体 b は、外部端子 1 6 b と信号線路 2 0

9 の X 軸方向の正方向側の端部 を接続 している。

[0051 ] なお、外部端子 1 6 a (図示せず） と線路導体 2 0 f の X 軸方向の負方向

側の端部 とは、 ビアホール導体により接続 されている。ただ し、外部端子 1

6 a (図示せず） と線路導体 2 0 f の X 軸方向の負方向側の端部 とを接続す

るビアホール導体は、 ビアホール導体 b と同様であるので図示を省略する

[0052] ビアホール導体 b は、誘電体シ一 卜1 8 a の接続部 1 8 a _ ί を z 軸方

向に貫通 している。 ビアホール導体 b 2 は、外部端子 1 6 d と線路導体 2 1

の X 軸方向の正方向側の端部 を接続 している。

[0053] なお、外部端子 1 6 c (図示せず） と線路導体 1 2 h の X 軸方向の負方向

側の端部 とは、 ビアホール導体により接続 されている。ただ し、外部端子 1

6 c (図示せず） と線路導体 2 1 h の X 軸方向の負方向側の端部 とを接続す

るビアホール導体は、 ビアホール導体 b 2 と同様であるので図示を省略する

[0054] ビアホール導体 B は、誘電体シ一 卜1 8 a の線路部 1 8 a _ a ， 1 8 a

_ b を z 軸方向に貫通 してお り、 z 軸方向か ら平面視 したときに、信号線路

2 0 よりも y 軸方向の正方向側 において、 X 軸方向に一列に並ぶ ように複数

設けられている。 ビアホール導体 B 2 は、誘電体シ一 卜1 8 b の線路部 1 8

b _ a ， 1 8 b _ b を z 軸方向に貫通 してお り、 z 軸方向か ら平面視 したと

きに、信号線路 2 0 よりも y 軸方向の正方向側 において、 X 軸方向に一列に

並ぶ ように複数設けられている。 ビアホ一ル導体 B 1 ， B 2 は、互いに接続

されて 1 本の ビアホール導体を構成 している。 ビアホール導体 B 1 の z 軸方

向の正方向側の端部は、 グラン ド導体 2 2 に接続 されてお り、 ビアホール導

体 B の z 軸方向の負方向側の端部は、 グラン ド導体 2 6 に接続 されている

。 また、 ビアホール導体 B 2 の z 軸方向の正方向側の端部は、 グラン ド導体



2 6 に接続されており、 ビアホール導体 B 2 の z 軸方向の負方向側の端部は

、グラン ド導体 2 4 に接続されている。これにより、 ビアホール導体 B 1，

B は、ダラン ド導体 2 2 とダラン ド導体 2 4 とダラン ド導体 2 6 とを接続

している。

[0055] ビアホール導体 B 3 は、誘電体シ一 卜1 8 a の線路部 1 8 a _ a ， 1 8 a

_ b を z 軸方向に貫通 しており、 z 軸方向から平面視 したときに、信号線路

2 0 よりも y 軸方向の負方向側において、 X 軸方向に一列に並ぶように複数

設けられている。 ビアホール導体 B 4 は、誘電体シ一 卜1 8 b の線路部 1 8

b _ a ， 1 8 b _ b を z 軸方向に貫通 しており、 z 軸方向から平面視 したと

きに、信号線路 2 0 よりも y 軸方向の負方向側において、 X 軸方向に一列に

並ぶように複数設けられている。 ビアホ一ル導体 B 3 ，B 4 は、互いに接続

されて 1本のビアホール導体を構成 している。 ビアホール導体 B 3 の z 軸方

向の正方向側の端部は、グラン ド導体 2 2 に接続されており、 ビアホール導

体 B 3 の z 軸方向の負方向側の端部は、グラン ド導体 2 6 に接続されている

。また、 ビアホール導体 B 4 の z 軸方向の正方向側の端部は、グラン ド導体

2 6 に接続されており、 ビアホール導体 B 4 の z 軸方向の負方向側の端部は

、グラン ド導体 2 4 に接続されている。これにより、 ビアホール導体 B 3 ，

B 4 は、ダラン ド導体 2 2 とダラン ド導体 2 4 とダラン ド導体 2 6 とを接続

している。

[0056] ビアホール導体 B は、誘電体シ一 卜1 8 a の線路部 1 8 a _ c ， 1 8

a _ d を z 軸方向に貫通 しており、 z 軸方向から平面視 したときに、信号線

路 2 よりも y 軸方向の正方向側において、 X 軸方向に一列に並ぶように複

数設けられている。 ビアホール導体 B 2 は、誘電体シ一 卜1 8 b の線路部

8 b - c , 1 8 b _ d を z 軸方向に貫通 しており、 z 軸方向から平面視 し

たときに、信号線路 2 1 よりも y 軸方向の正方向側において、 X 軸方向に一

列に並ぶように複数設けられている。 ビアホール導体 B 1 1，B 1 2 は、互

いに接続されて 1本のビアホール導体を構成 している。 ビアホール導体 B

の z 軸方向の正方向側の端部は、ダラン ド導体 2 に接続されており、 ビ



ァホ一ル導体 B の z 軸方向の負方向側の端部は、グラン ド導体 2 6 に接

続されている。 ビアホール導体 B 1 2 の z 軸方向の正方向側の端部は、ダラ

ン ド導体 2 6 に接続されている。 ビアホール導体 B 2 の z 軸方向の負方向

側の端部は、グラン ド導体 2 4 に接続されている。これにより、 ビアホール

導体 B 1 1，B 1 2 は、ダラン ド導体 2 2 とダラン ド導体 2 4 とダラン ド導

体 2 6 とを接続 している。なお、 ビアホール導体 B 1 1，B 1 2 は、線路部

c , 1 2 d が y 軸方向に延在 している区間では、図4 に示すように、 z

軸方向から平面視 したときに、信号線路 2 よりも X 軸方向の負方向側に設

けられている。

[0057] ビアホール導体 B 3 は、誘電体シ一 卜1 8 a の線路部 1 8 a _ c ， 1 8

a _ d を z 軸方向に貫通 しており、 z 軸方向から平面視 したときに、信号線

路 2 よりも y 軸方向の負方向側において、 X 軸方向に一列に並ぶように複

数設けられている。 ビアホール導体 B 4 は、誘電体シ一 卜1 8 b の線路部

8 b - c , 1 8 b _ d を z 軸方向に貫通 しており、 z 軸方向から平面視 し

たときに、信号線路 2 1 よりも y 軸方向の負方向側において、 X 軸方向に一

列に並ぶように複数設けられている。 ビアホール導体 B 1 3 ，B 1 4 は、互

いに接続されて 1本のビアホール導体を構成 している。 ビアホール導体 B

3 の z 軸方向の正方向側の端部は、ダラン ド導体 2 に接続されており、 ビ

ァホ一ル導体 B 1 3 の z 軸方向の負方向側の端部は、ダラン ド導体 2 6 に接

続されている。 ビアホール導体 B 1 4 の z 軸方向の正方向側の端部は、ダラ

ン ド導体 2 6 に接続されている。 ビアホール導体 B 4 の z 軸方向の負方向

側の端部は、グラン ド導体 2 4 に接続されている。これにより、 ビアホール

導体 B 1 3 ，B 1 4 は、ダラン ド導体 2 2 とダラン ド導体 2 4 とダラン ド導

体 2 6 とを接続 している。なお、 ビアホール導体 B 1 3 ，B 4 は、線路部

c , 1 2 d が y 軸方向に延在 している区間では、図4 に示すように、 z

軸方向から平面視 したときに、信号線路 2 よりも X 軸方向の正方向側に設

けられている。

[0058] ビアホール導体 b 1 ~ b 6 ，B 1 ~ B 4 ，B 1 1 ~ B 1 4 は、銀や銅を主



成分 とする比抵抗の小さな金属材料により作製 されている。なお、 ビアホ一

ル導体 b 1 ~ b 6 ， B 1 ~ B 4 ， B ~ B 4 の代わ りに、貫通孔の内周

面にめ っき等の導体層が形成 されたスルーホールが用い られてもよい。

[0059] 保護層 1 4 は、誘電体シ一 卜1 8 a の表面の略全面を覆 っている。 これに

より、保護層 1 4 は、 グラン ド導体 2 2 を覆 っている。保護層 1 4 は、例え

ば、 レジス 卜材等の可撓性樹脂か らなる。

[0060] また、保護層 1 4 は、図 2 ない し図 6 に示すように、線路部 1 4 a ~ 1 4

d 、交差部 1 4 e 及び接続部 1 4 f ~ 1 4 ί により構成 されている。線路部

1 4 a ~ 1 4 d 及び交差部 1 4 e はそれぞれ、線路部 1 8 a _ a ， 8 a -

b ， 8 a - c , 8 a - d 及び交差部 1 8 a _ e の表面の全面を覆 うこと

により、主要導体 2 2 a ~ 2 2 d を覆 っている。

[0061 ] 接続部 1 4 g は、図 5 に示すように、線路部 1 4 b の x 軸方向の正方向側

の端部 に接続 されてお り、接続部 1 8 a — g の表面を覆 っている。ただ し、

接続部 1 4 g には、矩形状の開口H a ~ H d が設けられている。開口H a は

、接続部 1 4 g の中央に設けられている矩形状の開口である。外部端子 1 6

b は、開口H a を介 して外部 に露出 している。 また、開口H b は、開口H a

よりも y 軸方向の正方向側 に設けられている矩形状の開口である。開口H c

は、開口H a よりも X 軸方向の正方向側 に設けられている矩形状の開口であ

る。開口H d は、開口H a よりも y 軸方向の負方向側 に設けられている矩形

状の開口である。端子導体 2 2 g は、開口H b ~ H d を介 して外部 に露出す

ることにより、外部端子 と して機能する。なお、接続部 1 4 g の構造は、接

続部 1 4 g の構造 と同 じであるので図示及び説明を省略する。

[0062] 接続部 1 4 ί は、図 6 に示すように、線路部 1 4 d の X 軸方向の正方向側

の端部 に接続 されてお り、接続部 1 8 a _ ί の表面を覆 っている。ただ し、

接続部 1 4 i には、矩形状の開口H e ~ H h が設けられている。開口H e は

、接続部 1 4 i の中央に設けられている矩形状の開口である。外部端子 1 6

d は、開口H e を介 して外部 に露出 している。 また、開口H f は、開口H e

よりも y 軸方向の正方向側 に設けられている矩形状の開口である。開口H g



は、開口H e よりもx 軸方向の正方向側に設けられている矩形状の開口であ

る。開口H h は、開口H e よりも y 軸方向の負方向側に設けられている矩形

状の開口である。端子導体 2 2 ί は、開口H f ~ H h を介 して外部に露出す

ることにより、外部端子として機能する。なお、接続部 1 4 h の構造は、接

続部 1 4 ί の構造と同 じであるので図示及び説明を省略する。

[0063] コネクタ 1 0 0 a ， 1 0 0 b はそれぞれ、接続部 1 2 f ， 1 2 g の表面上

に実装され、信号線路 2 0 及びグラン ド導体 2 2 ， 2 4 , 2 6 と電気的に接

続される。コネクタ 1 0 0 c ， 1 0 0 d はそれぞれ、接続部 1 2 h， i

の表面上に実装され、信号線路 2 1 及びグラン ド導体 2 2 ， 2 4 , 2 6 と電

気的に接続される。コネクタ 1 O O a ~ 1 0 0 d の構成は同 じであるので、

以下にコネクタ 1 0 0 b の構成を例に挙げて説明する。図 9 は、高周波伝送

線路 1 0 のコネクタ 1 0 0 b の外観斜視図である。図 1 0 は、高周波伝送線

路 1 0 のコネクタ 1 0 0 b の断面構造図である。

[0064] コネクタ 1 0 0 b は、図 1、図 9 及び図 1 0 に示すように、コネクタ本体

1 0 2 、外部端子 1 0 4 ， 0 6 、中心導体 1 0 8 及び外部導体 1 1 0 によ

り構成されている。コネクタ本体 1 0 2 は、矩形状の板部材に円筒部材が連

結された形状をな しており、樹脂等の絶縁材料により作製されている。

[0065] 外部端子 1 0 4 は、コネクタ本体 1 0 2 の板部材の z 軸方向の負方向側の

面において、外部端子 1 6 b と対向する位置に設けられている。外部端子 1

0 6 は、コネクタ本体 1 0 2 の板部材の z 軸方向の負方向側の面において、

開口H b ~ H d を介 して露出している端子導体 2 2 g に対向する位置に設け

られている。

[0066] 中心導体 1 0 8 は、コネクタ本体 1 0 2 の円筒部材の中心に設けられてお

り、外部端子 1 0 4 と接続されている。中心導体 1 0 8 は、高周波信号が入

力又は出力する信号端子である。外部導体 1 1 0 は、コネクタ本体 1 0 2 の

円筒部材の内周面に設けられており、外部端子 1 0 6 と接続されている。外

部導体 1 1 0 は、接地電位に保たれるグラン ド端子である。

[0067] 以上のように構成されたコネクタ 1 0 0 b は、図 9 及び図 1 0 に示すよう



に、外部端子 1 0 4 が外部端子 1 6 b と接続 され、外部端子 1 0 6 が端子導

体 2 2 g と接続 されるように、接続部 1 2 g の表面上に実装 される。 これに

より、信号線路 2 0 は、中心導体 1 0 8 に電気的に接続 されている。 また、

グラン ド導体 2 2 2 4 , 2 6 は、外部導体 1 1 0 に電気的に接続 されてい

る。

[0068] 高周波伝送線路 1 0 は、以下に説明するように用い られる。図 1 1 は、高

周波伝送線路 1 0 が用い られた電子機器 2 0 0 を y 軸方向か ら平面視 した図

である。図 1 2 は、高周波伝送線路 1 0 が用い られた電子機器 2 0 0 を z 軸

方向か ら平面視 した図である。

[0069] 電子機器 2 0 0 は、高周波伝送線路 1 0 、回路基板 2 0 2 a 2 0 2 b

レセプタクル 2 0 4 a ~ 2 0 4 d ( レセプタクル 2 0 4 b 2 0 4 c につい

ては図示せず）、バ ッテ リーパ ック （金属体） 2 0 6 、筐体 2 1 0 及びアン

テナ 2 a , 2 1 2 b を備えている。

[0070] 筐体 2 1 0 は、図 1 1 及び図 1 2 に示すように、高周波伝送線路 1 0 、回

路基板 2 0 2 a 2 0 2 b 、 レセプタクル 2 0 4 a ~ 2 0 4 d くッテ リ一

パ ック及びアンテナ 2 a , 2 1 2 b を収容 している。回路基板 2 0 2 a

には、例えば、送信回路又は受信回路が設けられている。回路基板 2 0 2 b

には、例えば、給電回路 （R F I C ) が設けられている。 テ リ一パ ック

2 0 6 は、例えば、 リチウムイオ ン 2 次電池であ り、その表面が金属カバ一

により覆われた構造を有 している。回路基板 2 0 2 a 、バ ッテ リーパ ック 2

0 6 及び回路基板 2 0 2 b は、 X 軸方向の負方向側か ら正方向側へ とこの順

に並んでいる。

[0071 ] アンテナ 2 1 2 a は、回路基板 2 0 2 a に接続 されてお り、 8 0 0 M H z

帯や 1 8 0 O M H z 帯の高周波信号を送受信する。 アンテナ 2 1 2 b は、回

路基板 2 0 2 a に接続 されてお り、 G P S 信号を受信する。

[0072] レセプタクル 2 0 4 a は、回路基板 2 0 2 a の z 軸方向の負方向側の主面

上に設けられてお り、回路基板 2 0 2 a に設けられた配線 を介 してアンテナ

2 1 2 a に接続 されている。 レセプタクル 2 0 4 a には、 コネクタ 1 0 0 a



が接続される。 レセプタクル 2 0 4 b (図示せず）は、回路基板 2 0 2 b の

z 軸方向の負方向側の主面上に設けられており、回路基板 2 0 2 b に設けら

れた給電回路に接続されている。 レセプタクル 2 0 4 b には、コネクタ 1 0

O b が接続される。これにより、信号線路 2 0 には、アンテナ 2 1 2 a が送

受信する高周波信号が伝送される。

[0073] レセプタクル 2 0 4 c (図示せず）は、回路基板 2 0 2 a の z 軸方向の負

方向側の主面上に設けられており、回路基板 2 0 2 a に設けられた配線を介

してアンテナ 2 1 2 b に接続されている。 レセプタクル 2 0 4 c には、コネ

クタ 1 0 0 c が接続される。 レセプタクル 2 0 4 d は、回路基板 2 0 2 b の

z 軸方向の負方向側の主面上に設けられており、回路基板 2 0 2 b に設けら

れた給電回路に接続されている。 レセプタクル 2 0 4 d には、コネクタ 1 0

0 d が接続される。これにより、信号線路 2 には、アンテナ 2 b が送

受信するG P S 信号の高周波信号が伝送される。

[0074] ここで、誘電体素体 1 2 の表面 （より正確には、保護層 1 4 ) は、バッテ

リ一パック2 0 6 に対 して接触 している。そして、誘電体素体 1 2 とバッテ

リ一パック2 0 6 とは、絶縁性の接着剤等により固定されている。

[0075] (高周波伝送線路の製造方法）

以下に、高周波伝送線路 1 0 の製造方法について図 1 ないし図 6 を参照 し

ながら説明する。以下では、一つの高周波伝送線路 1 0 が作製される場合を

例に挙げて説明するが、実際には、大判の誘電体シー トが積層及びカツ卜さ

れることにより、同時に複数の高周波伝送線路 1 0 が作製される。

[0076] まず、表面の全面に銅箔が形成された熱可塑性樹脂からなる誘電体シ一 卜

1 8 a ~ 1 8 c を準備する。誘電体シ一 卜1 8 a ~ 1 8 c の銅箔の表面は、

例えば、防錡のための亜鉛鍍金が施されることにより、平滑化されている。

銅箔の厚さは、 1 0 m ~ 2 0 m である。

[0077] 次に、フォ トリソグラフィ工程により、外部端子 1 6 a ~ 1 6 d 、線路導

体 2 e 及びグラン ド導体 2 2 を誘電体シ一 卜1 8 a の表面に形成する。具

体的には、誘電体シ一 卜1 8 a の表面側の銅箔上に、外部端子 1 6 a ~ 1 6



d ，線路導体 2 e 及びダラン ド導体 2 2 と同 じ形状の レジス 卜を印刷する

。そ して、銅箔に対 してエ ッチング処理 を施すことにより、 レジス 卜により

覆われていない部分の銅箔を除去する。その後、 レジス 卜を除去する。 これ

により、図 2 に示すような、外部端子 1 6 a ~ 1 6 d 、線路導体 2 1 e 及び

グラン ド導体 2 2 が誘電体シ一 卜1 8 a の表面に形成 される。

[0078] 次 に、 フォ トリソグラフィ工程 により、線路導体 2 0 a ， 0 b , 2 0 f

， 0 g , 2 c , d , h , 2 1 ί 及びグラン ド導体 2 6 を誘電体

シ一 卜1 8 b の表面に形成する。 また、 フォ トリソグラフイエ程 により、線

路導体 2 0 e 及びダラン ド導体 2 4 を誘電体シ一 卜1 8 c の表面に形成する

。線路導体 2 0 a ， 2 0 b , 2 0 e , 2 0 f , 2 0 g , 2 c , d , 2

1 h ， 2 1 ί 及びグラン ド導体 2 4 ， 2 6 の形成方法は、外部端子 1 6 a ~

1 6 d 、線路導体 2 e 及びグラン ド導体 2 2 の形成方法 と同 じであるので

説明を省略する。

[0079] 次 に、誘電体シ一 卜1 8 a ， 1 8 b の ビアホール導体 b 1 ~ b 6 ， B 1 ~

B 4 ， B 1 ~ B 1 4 が形成 される位置に対 して、裏面側か らレーザ一 ビ一

厶を照射 して、貫通孔を形成する。その後、誘電体シ一 卜1 8 a ， 1 8 b に

形成 した貫通孔に対 して、導電性べ一ス トを充填する。

[0080] 次 に、誘電体シ一 卜1 8 a ~ 1 8 c を z 軸方向の正方向側か ら負方向側へ

とこの順 に積み重ねる。そ して、誘電体シ一 卜1 8 a ~ 1 8 c に対 して z 軸

方向の正方向側及び負方向側か ら熱及び圧力を加えることにより、誘電体シ

— 卜1 8 a ~ 1 8 c を軟化させて圧着 —体化するとともに、貫通孔に充填

された導電性ペース トを固化 して、 b 1 ~ b 6 ， B 1 ~ B 4 ， B ~ B

4 を形成する。なお、 b 1 ~ b 6 ， B 1 ~ B 4 ， B 1 1 ~ B 1 4 は必ず しも

貫通孔が導体で完全に埋め られている必要はな く、例えば貫通孔の内周面の

みに沿 って導体を形成することによって形成 されてもよい。

[0081 ] 次 に、樹脂 （レジス 卜）ペース トを塗布することにより、誘電体シ一 卜1

8 a の表面に保護層 1 4 を形成する。

[0082] 最後 に、接続部 1 2 f ~ 1 2 ί 上 にコネクタ 1 0 0 a ~ 1 0 0 d をそれぞ



れはんだを用いて実装する。以上の工程により、高周波伝送線路 1 0 が完成

する。

[0083] (効果）

以上のように構成された高周波伝送線路 1 0 によれば、信号線路 2 0 と信

号線路 2 とが交差 している部分の誘電体素体 1 2 の厚みを低減できる。よ

り詳細には、高周波伝送線路 1 0 では、信号線路 2 0 における信号線路 2 1

と交差 していない部分 （すなわち、線路導体 2 0 a ， 2 0 b , 2 0 f , 2 0

9 ) と、信号線路 2 1 における信号線路 2 0 と交差 していない部分 （すなわ

ち、線路導体 2 C , d , h , 2 1 i ) とは、同 じ誘電体シ一 卜1

8 b 上に設けられている。そして、信号線路 2 0 における信号線路 2 と交

差 している部分 （すなわち、線路導体 2 0 e ) と、信号線路 2 1 における信

号線路 2 0 と交差 している部分 （すなわち、線路導体 2 1 e ) とはそれぞれ

、誘電体シ一 卜1 8 a ， 1 8 c に設けられている。すなわち、高周波伝送線

路 1 0 では、信号線路 2 0 と信号線路 2 とが交差 している部分のみを異な

る誘電体シ一 卜上に設けている。これにより、 1 つの誘電体素体 1 2 内にお

いて信号線路 2 0 と信号線路 2 とを交差させることが可能となる。その結

果、 2 つの誘電体素体を重ねる必要がなくなり、信号線路 2 0 と信号線路 2

とが交差 している部分の誘電体素体 1 2 の厚みが低減される。

[0084] また、高周波伝送線路 1 0 によれば、信号線路 2 0 と信号線路 2 との間

のクロス 卜一クを低減できる。より詳細には、高周波伝送線路 1 0 は、信号

線路 2 0 と信号線路 2 1 とが交差 している部分と重なり、かつ、z軸方向にお

いて信号線路 2 0 と信号線路 2 との間に設けられているグラン ド導体 2 6

を備えている。グラン ド導体 2 6 は、接地電位に保たれる。そのため、信号

線路 2 0 から放射されるノィズ及び信号線路 2 から放射されるノィズは、

グラン ド導体 2 6 に吸収されるようになる。その結果、信号線路 2 0 と信号

線路 2 との間のクロス トークが低減される。

[0085] また、高周波伝送線路 1 0 では、線路導体 2 0 a , 2 0 b , 2 0 f , 2 0

g ， 2 c , 2 1 d は同 じ誘電体シ一 卜1 8 b 上に設けられている。高周波



伝送線路 また、線路導体 2 0 a ， 2 0 b , 2 0 f , 2 0 g , 2 1 c ， d

においては、 グラン ド導体 2 2 ， 2 4 , 2 6 によって特性 インピーダンスが

所定の値 （例 えば 5 0 Ω ) に設定される。一方、線路導体 2 0 e は、 グラン

ド導体 2 2 e とグラン ド導体 2 6 e とによつて特性 ィンピ一ダンスが所定の

値 （例 えば 5 0 Ω ) に設定され、線路導体 2 1 e は、 グラン ド導体 2 4 e と

ダラン ド導体 2 6 e とによつて特性 ィンピ一ダンスが所定の値 （例 えば 5 0

Ω ) に設定される。 これによつて、線路導体全体の特性 インピ一ダンスが所

定の値 （例 えば 5 0 Ω ) に設定される。 ここで、線路導体 2 0 e ， 2 1 e は

z 軸方向でグラン ド導体 2 2 ， 2 4 と重な っていない。 したが って、バ ッテ

リ一パ ック 2 0 6 等の金属体や外部回路のグラン ドに結合 して しまうことが

考 え られる。 しか し、線路導体 2 0 e の電界エネルギー （電気力線）の多 く

は、 グラン ド導体 2 2 e とグラン ド導体 2 6 e に結合する。 また、線路導体

e の電界エネルギー （電気力線）の多 くは、 グラン ド導体 2 4 e とダラ

ン ド導体 2 6 e に結合する。 このためバ ッテ リーパ ック 2 0 6 と信号線 2 0

e が近づいても特性 インピーダンスは大 きく変化 しない。 したが って、 ダラ

ン ド導体で覆われていないと しても伝送 ロスを抑制で きる。

(第 1 の変形例）

以下に、第 1 の変形例 に係 る高周波伝送線路 1 0 a について図面 を参照 し

なが ら説明する。図 1 3 は、第 1 の変形例 に係 る高周波伝送線路 1 O a の E

1 における分解斜視図である。図 1 4 は、第 1 の変形例 に係 る高周波伝送線

路 1 0 a の E 2 における分解斜視図である。図 1 5 は、第 1 の変形例 に係 る

高周波伝送線路 1 0 a の E 3 における分解斜視図である。図 1 6 は、第 1 の

変形例 に係 る高周波伝送線路 1 0 a の区間 A における断面構造図である。

図 1 7 は、第 1 の変形例 に係 る高周波伝送線路 1 0 a の区間 A 2 における断

面構造図である。図 1 8 は、第 1 の変形例 に係 る高周波伝送線路 1 O a の区

間 A 3 における断面構造図である。図 1 9 は、第 1 の変形例 に係 る高周波伝

送線路 1 0 a の区間 A 4 における断面構造図である。高周波伝送線路 1 O a

の外観斜視図については図 1 を援用する。



[0087] 高周波伝送線路 1 0 は、グラン ド導体 2 4 に開口3 0 ，3 1 が設けられて

いる点、信号線路 2 0 ， 2 1 の線幅が均一ではない点、及び、グラン ド導体

6 が交差部 1 8 b _ e にのみ設けられている点において、高周波伝送線路

0 a と相違する。高周波伝送線路 1 0 a のその他の構成については、高周

波伝送線路 1 0 と同 じであるので説明を省略する。

[0088] ダラン ド導体 2 4 の主要導体 2 4 a ， 2 4 b には、図 1 3 及び図 1 5 に示

すように、信号線路 2 0 に沿つて並ぶ複数の開口3 0 が設けられている。開

口3 0 は、図 1 3 に示すように、 X 軸方向の中央における y 軸方向の幅が X

軸方向の両端における y 軸方向の幅よりも小さくなる形状を有 している。以

下では、開口3 0 において、 X 軸方向の中央における区間を区間 a 1 とし、

区間 a 1 よりも X 軸方向の正方向側の区間を区間 a 2 とし、区間 a 1 よりも

X 軸方向の負方向側の区間を区間 a 3 とする。区間 a における開口3 0 の

y 軸方向の幅は、区間 a 2 ， a 3 における開口3 0 の y 軸方向の幅よりも大

きい。これにより、開口3 0 は、長方形の四隅が小さな長方形で切 り落とさ

れた形状をな している。

[0089] 複数の開口3 0 は、 z 軸方向から平面視 したときに、信号線路 2 0 と重な

つている。そして、グラン ド導体 2 4 において、隣り合う開口3 0 間に設け

られている部分をプリッジ部 6 0 と呼ぶ。これにより、開口3 0 とプリッジ

部 6 0 とが信号線路 2 0 に沿って交互に並んでいる。よって、信号線路 2 0

には、開口3 0 とブリッジ部 6 0 とが交互に重なっている。そして、隣り合

うプリッジ部 6 0 の間隔は、信号線路 2 0 を伝送される高周波信号の 1 / 2

波長の半分より短い。

[0090] また、高周波伝送線路 1 0 a において、信号線路 2 0 と開口3 0 とが重な

つている区間を区間A 1 とし、信号線路 2 0 とプリッジ部 6 0 とが重なつて

いる区間をA 2 とする。区間A における信号線路 2 0 の線幅W 1 は、図 1

3 に示すように、区間A 2 における信号線路 2 0 の線幅W 2 よりも大きい。

すなわち、信号線路 2 0 において開口3 0 と重なっている部分の線幅W 1 は

、信号線路 2 0 においてプリッジ部 6 0 と重なっている部分の線幅W 2 より



も大 きい。

[0091 ] 以上のように、主要導体 2 2 a ， 2 2 b に開口が設けられず、主要導体 2

4 a , 2 4 b に開口 3 0 が設けられていることにより、 グラン ド導体 2 4 が

信号線路 2 0 と重なっている面積は、 グラン ド導体 2 2 が信号線路 2 0 と重

なっている面積 よりも小さい。

[0092] また、 グラン ド導体 2 4 の主要導体 2 4 c ， 2 4 d には、図 1 4 及び図 1

5 に示すように、信号線路 2 に沿 って並ぶ複数の開口 3 が設けられてい

る。開口 3 1 は、図 1 4 に示すように、 X 軸方向の中央における y 軸方向の

幅が X 軸方向の両端 における y 軸方向の幅よりも小さ くなる形状 を有 してい

る。以下では、開口 3 1 において、 X 軸方向の中央における区間を区間 a 4

と し、区間 a 4 よりも X 軸方向の正方向側の区間を区間 a 5 と し、区間 a 4

よりも X 軸方向の負方向側の区間を区間 a 6 とする。区間 a 4 における開口

3 1 の y 軸方向の幅は、区間 a 5 ， a 6 における開口 3 1 の y 軸方向の幅よ

りも大 きい。 これにより、開口 3 1 は、長方形の四隅が小さな長方形で切 り

落 とされた形状 をな している。

[0093] 複数の開口 3 は、 z 軸方向か ら平面視 したときに、信号線路 2 と重な

つている。そ して、 グラン ド導体 2 4 において、隣 り合 う開口 3 1 間に設け

られている部分をブ リッジ部 6 1 と呼ぶ。 これにより、開口 3 1 とブ リッジ

部 6 とが信号線路 2 に沿 って交互に並んでいる。 よって、信号線路 2

には、開口 3 1 とブ リッジ部 6 とが交互に重なっている。そ して、隣 り合

うプ リッジ部 6 の間隔は、信号線路 2 を伝送される高周波信号の 1 / 2

波長の半分より短い。

[0094] また、高周波伝送線路 1 0 a において、信号線路 2 と開口 3 とが重な

つている区間を区間 A 3 と し、信号線路 2 1 とプ リッジ部 6 とが重なつて

いる区間をA 4 とする。区間 A 3 における信号線路 2 の線幅W 1 は、図 1

4 に示すように、区間 A 4 における信号線路 2 の線幅W 2 よりも大 きい。

すなわち、信号線路 2 において開口 3 と重なっている部分の線幅W 1 は

、信号線路 2 においてプ リッジ部 6 と重なっている部分の線幅W 2 より



も大きい。

[0095] 以上のように、主要導体 2 2 C , 2 2 d に開口が設けられず、主要導体 2

4 C , 2 4 d に開口3 1 が設けられていることにより、グラン ド導体 2 4 が

信号線路 2 と重なっている面積は、グラン ド導体 2 2 が信号線路 2 と重

なっている面積よりも小さい。

[0096] 以上より、高周波伝送線路 1 0 a の信号線路 2 0 ， 2 1 の特性インピ一ダ

ンスは、主に、信号線路 2 0 , とグラン ド導体 2 2 との対向面積及び距

離、並びに、誘電体シ一 卜1 8 a ~ 1 8 c の比誘電率に基づいて定まる。そ

こで、信号線路 2 0 ， の特性インピーダンスを 5 0 Ω に設定する場合に

は、例えば、信号線路 2 0 ， 2 1 とグラン ド導体 2 2 によって信号線路 2 0

， の特性インピーダンスが 5 0 Ω よりもやや高めの 5 5 Ω となるように

設計する。そして、信号線路 2 0 ， 2 1 とグラン ド導体 2 2 とグラン ド導体

2 4 によって信号線路 2 0 ， の特性インピーダンスが 5 0 Ω となるよう

に、グラン ド導体 2 4 の形状を調整する。以上のように、グラン ド導体 2 2

は、信号線路 2 0 ， の基準グラン ド導体としての役割を果たす。

[0097] —方、グラン ド導体 2 4 は、信号線路 2 0 ， 2 1 に対 してシール ドとして

も機能するグラン ド導体である。また、グラン ド導体 2 4 は、前記の通り、

信号線路 2 0 ， の特性インピーダンスが 5 0 Ω となるように最終的な調

整を行うために設計されている。具体的には、開口3 0 ，3 1 の大きさゃプ

リッジ部 6 0 ， 6 1 の線幅等を設計する。以上のように、ダラン ド導体 2 4

は、信号線路 2 0 ， の補助グラン ド導体としての役割を果たす。

[0098] また、信号線路 2 0 ， 2 1 とグラン ド導体 2 2 との z 軸方向における距離

D 1 は、図 1 6 ないし図 1 9 に示すように、信号線路 2 0 ， 2 1 とグラン ド

導体 2 4 との z 軸方向における距離 D 2 よりも大きい。距離 D 1 は、誘電体

シ一 卜1 8 a と略等 しく、距離 D 2 は、誘電体シ一 卜1 8 b の厚さと略等 し

い。

[0099] 以上のように構成された高周波伝送線路 1 0 では、信号線路 2 0 の特性ィ

ンピ一ダンスは、隣り合うプリッジ部 6 0 の間において、最小値 Z 3 から中



間値 Z 2 、最大値 Z 1 と増加 した後 に、最大値 Z 1 か ら中間値 Z 2 、最小値

Z 3 と減少する変動 を繰 り返す。 よ り詳細 には、信号線路 2 0 においてプ リ

ッジ部 6 0 と重な っている区間 A 2 では、信号線路 2 0 とグラン ド導体 2 4

との間に大 きな容量が形成 される。 よって、 区間 A 2 では、信号線路 2 0 の

特性 インピーダンスにおいて C 成分が支配的 となる。 そのため、 区間 A 2 に

おける信号線路 2 0 の特性 ィンピ一ダンスは、最小値 Z 3 となる。

[01 00] また、信号線路 2 0 において区間 a 1 では、開口 3 0 の y 軸方向の幅が最

大値 とな っている。 そのため、信号線路 2 0 において区間 a 1 では、信号線

路 2 0 とグラン ド導体 2 4 との間に小さな容量が形成 される。 よって、 区間

a では、信号線路 2 0 の特性 ィンピ一ダンス において L 成分が支配的 とな

る。 そのため、 区間 a 1 における信号線路 2 0 の特性 インピーダンスは、最

大値 Z となる。

[01 0 1 ] また、信号線路 2 0 において区間 a 2 ， a 3 では、開口 3 0 の y 軸方向の

幅が最大値 よ りも小さ くな つている。 そのため、信号線路 2 0 において区間

a 2 , a 3 では、信号線路 2 0 とダラン ド導体 2 4 との間には中間値の容量

が形成 される。 よって、 区間 a 2 ， a 3 では、信号線路 2 0 の特性 ィンピ一

ダンスにおいて L 成分 とC 成分の両方が支配的 となる。 そのため、 区間 a 2

， a 3 における信号線路 2 0 の特性 ィンピ一ダンス は、 中間値 Z 2 となる。

[01 02] ここで、隣 り合 うブ リッジ部 6 0 間では、 X 軸方向の負方向側か ら正方向

側 に向か って、 区間 A 2 、 区間 a 3 、 区間 a 1 、 区間 a 2 、 区間 A 2 が この

順 に並んでいる。 よって、隣 り合 うプ リッジ部 6 0 間では、信号線路 2 0 の

特性 インピーダンスは、最小値 Z 3 、 中間値 Z 2 、最大値 Z 1 、 中間値 Z 2

、最小値 Z 3 の順 に変動する。 そ して、 プ リッジ部 6 0 及び開口 3 0 は、信

号線路 2 0 に対 して交互 に重な っている。 そのため、信号線路 2 0 の特性 ィ

ンピ一ダンスは、周期的に増減するようになる。なお、最大値 Z 1 は、例 え

ば、 7 0 Ω であ り、 中間値 Z 2 は、例 えば、 5 5 Ω であ り、最小値 Z 3 は、

例 えば、 3 0 Ω である。 そ して、信号線路 2 0 全体の特性 インピーダンスの

平均が 5 0 Ω となるように、高周波伝送線路 1 0 は設計 される。なお、信号



線路 2 の特性 インピ一ダンスについても、信号線路 2 0 の特性 インピ一ダ

ンスと同様 に変動する。

[01 03] 以上のように構成 された高周波伝送線路 1 0 a によれば、高周波伝送線路

1 0 と同様 に、信号線路 2 0 と信号線路 2 とが交差 している部分の誘電体

素体 1 2 の厚みを低減で きる。

[01 04] 以上のように、高周波伝送線路 1 O a では、高周波伝送線路 1 0 と同様 に

、信号線路 2 0 と信号線路 2 との間のクロス 卜一クが低減 される。

[01 05] また、高周波伝送線路 1 0 a によれば、薄型化 を図ることがで きる。 よ り

詳細 には、高周波伝送線路 1 O a では、 区間 A 1 において、信号線路 2 0 は

、 z 軸方向か ら平面視 した ときに、 グラン ド導体 2 4 と重な っていない。 そ

のため、信号線路 2 0 とダラン ド導体 2 4 との間に容量が形成 されに くし、。

したが って、信号線路 2 0 とグラン ド導体 2 4 との z 軸方向における距離 を

小さ くしても、信号線路 2 0 とグラン ド導体 2 4 との間に形成 される容量が

大 きくな り過 ぎない。 よって、信号線路 2 0 の特性 インピーダンスが所定の

特性 インピーダンス （例 えば、 5 0 Ω ) か らずれに くい。 その結果、高周波

伝送線路 1 0 によれば、信号線路 2 0 の特性 インピーダンスを所定の特性 ィ

ンピ一ダンスに維持 しつつ、薄型化 を図ることが可能である。なお、同様の

理 由によ り、信号線路 2 の特性 インピーダンスを所定の特性 インピーダン

スに維持 しつつ、薄型化 を図ることが可能である。高周波伝送線路 1 0 の薄

型化が図 られると、高周波伝送線路 1 0 を容易に曲げることが可能 となる。

[01 06] また、高周波伝送線路 1 O a では、信号線路 2 0 の伝送損失を低減するこ

とがで きる。 よ り詳細 には、 区間 A 1 では、信号線路 2 0 と開口 3 0 とが重

な っているので、信号線路 2 0 とグラン ド導体 2 4 との間に容量が形成 され

に くし、。 よって、 区間 A 1 における信号線路 2 0 の線幅W を区間 A 2 にお

ける信号線路 2 0 の線幅W 2 よ りも大 きくしても、 区間 A における信号線

路 2 0 の特性 ィンピ一ダンスが区間 A における信号線路 2 0 の特性 ィンピ

—ダンスよ りも低 くな り過 ぎることがない。 よって、高周波伝送線路 1 0 a

では、信号線路 2 0 の特性 イ ン ピー ダ ンス を所定の特性 イ ン ピー ダ ンス に維



持 しつつ、信号線路 2 0 の抵抗値 を低減で きる。以上 よ り、高周波伝送線路

1 0 a では、信号線路 2 0 の伝送損失を低減することがで きる。なお、同 じ

理 由によ り、信号線路 2 の伝送損失を低減することがで きる。

[01 07] また、高周波伝送線路 1 O a では、信号線路 2 0 か らの不要輻射 による悪

影響 を低減で きる。 よ り詳細 には、高周波伝送線路 1 O a では、複数の開口

3 0 が信号線路 2 0 に沿 って並んでいる。 これによ り、開口 3 0 と重な って

いる区間 A における信号線路 2 0 の特性 インピーダンスがプ リッジ部 6 0

と重な っている区間 A 2 における信号線路 2 0 の特性 ィンピ一ダンスよ りも

高 くなる。開口 3 0 とプ リッジ部 6 0 とは、信号線路 2 0 と交互 に重な つて

いるので、信号線路 2 0 の特性 インピーダンスは周期的に変動するようにな

る。 この場合、隣 り合 う区間 A 1 間において定在波が発生 し、不要輻射が発

生する。 そこで、隣 り合 う開口 3 0 の間隔を電子機器 2 0 0 において用い ら

れる高周波信号の波長の 1 / 2 以下 とすることによ り、信号線路 2 0 か らの

不要輻射の周波数 を電子機器 2 0 0 において用い られる高周波信号の周波数

帯域か ら外す ことがで きる。 よって、電子機器 2 0 0 において、信号線路 2

0 か らの不要輻射 による悪影響が低減 される。なお、同 じ理 由によ り、電子

機器 2 0 0 において、信号線路 2 か らの不要輻射 による悪影響が低減 され

る。

[01 08] また、高周波伝送線路 1 0 a では、 区間 a 1 における開口 3 0 の y 軸方向

の幅は、 区間 a 2 ， a 3 における開口 3 0 の y 軸方向の幅 よ りも大 きい。 よ

つて、 区間 a 1 における信号線路 2 0 とグラン ド導体 2 4 との間隔は、 区間

a 2 , a 3 における信号線路 2 0 とグラン ド導体 2 4 との間隔よ りも大 きい

。更に、 区間 A 2 では、信号線路 2 0 とプ リッジ部 6 0 とが重な つている。

よって、 区間 a 2 ， a 3 における信号線路 2 0 とグラン ド導体 2 4 との間隔

は、 区間 A 2 における信号線路 2 0 とグラン ド導体 2 4 との間隔よ りも大 き

し、。 よって、隣 り合 うブ リッジ部 6 0 間において、 X 軸方向の負方向側か ら

正方向側 に行 くに したが って、信号線路 2 0 とダラン ド導体 2 4 との間隔は

、段階的に増加 した後 に、段階的に減少する。



[01 09] ここで、信号線路 2 0 とグラン ド導体 2 4 との間隔が大 きい方が、信号線

路 2 0 の周囲には磁界が発生 しやすい。 そのため、隣 り合 うブ リッジ部 6 0

間において、 X 軸方向の負方向側か ら正方向側 に行 くに したが って、信号線

路 2 0 が発生する磁界は、段階的に増加 した後 に、段階的に減少する。 これ

によ り、 区間 a 1 ~ a 3 ， A 2 の境界 において急激 に磁界の強 さが変動する

ことが抑制 される。 その結果、 区間 a 1 ~ a 3 ， A 2 の境界 において高周波

信号の反射が低減 され、信号線路 2 0 において定在波が発生することが抑制

される。 その結果、高周波伝送線路 1 0 a において、信号線路 2 0 か らの不

要輻射が低減 される。なお、同 じ理 由によ り、信号線路 2 1 か らの不要輻射

が低減 される。

[01 10] また、高周波伝送線路 1 0 a では、 グラン ド導体 2 4 に複数の開口 3 0 が

設 け られることによ り、信号線路 2 0 の特性 ィンピ一ダンスが周期的に変動

している。 そのため、高周波伝送線路 1 O a では、信号線路の特性 インピ一

ダンスが一定である高周波伝送線路 に比べて、折 り曲げ られた際に生 じる信

号線路 2 0 の特性 インピ一ダンスの変動が小さい。信号線路の特性 インピ一

ダンスが一定である高周波伝送線路 とは、例 えば、ベ タ状のグラン ド導体又

はス リッ 卜状の開口を有するグラン ド導体 を備 えた高周波伝送線路である。

[01 11] また、高周波伝送線路 1 0 a では、 グラン ド導体 2 2 に複数の開口 3 が

設 け られることによ り、信号線路 2 の特性 インピーダンスが周期的に変動

している。 そのため、高周波伝送線路 1 O a では、信号線路の特性 インピ一

ダンスが一定である高周波伝送線路 に比べて、折 り曲げ られた際に生 じる信

号線路 2 の特性 インピーダンスの変動が小さい。

[01 12] また、高周波伝送線路 1 0 a では、信号線路 2 0 ， 2 1 の特性 インピーダ

ンスが所定の特性 インピーダンスか ら変動することを抑制で きる。 よ り詳細

には、誘電体素体 1 2 の表面 （よ り正確 には、保護層 1 4 ) は、バ ッテ リー

パ ック 2 0 6 に対 して接触 している。 そ して、誘電体素体 1 2 とバ ッテ リー

パ ック 2 0 6 とは、接着剤等 によ り固定されている。 これによ り、信号線路

2 0 ， 2 1 とバ ッテ リーパ ック 2 0 6 との間には、開口が設 け られていない



ベ タ状のグラン ド導体 2 2 が存在 している。 これによ り、信号線路 2 0 ， 2

とバ ッテ リーパ ック 2 0 6 との間に容量が形成 されることが抑制 される。

その結果、信号線路 2 0 ， 2 1 の特性 インピ一ダンスが所定の特性 インピ一

ダンスか ら変動することが抑制 される。

[01 13] (第 2 の変形例）

以下に、第 2 の変形例 に係 る高周波伝送線路 1 O b について図面 を参照 し

なが ら説明する。図 2 0 は、第 2 の変形例 に係 る高周波伝送線路 1 0 1 の 巳

3 における分解斜視図である。高周波伝送線路 1 O b の外観斜視図について

は図 1 を援用する。

[01 14] 高周波伝送線路 1 O b は、以下の点において高周波伝送線路 1 0 a と相違

する。第 1 の相違点は、高周波伝送線路 1 0 b が グラン ド導体 2 6 を備 えて

いない点である。第 2 の相違点は、信号線路 2 が全長 にわた って誘電体シ

— 卜1 8 b に設 け られている点である。第 3 の相違点は、誘電体シ一 卜1 8

e が設 け られ、線路導体 2 0 e が該誘電体シ一 卜1 8 e の表面上 に設 け られ

ている点である。第 4 の相違点は、 グラン ド導体 2 4 が z 軸方向において線

路導体 2 0 a ， 2 0 b , 2 0 f , 2 0 g , c ~ e , h , 2 1 i

と線路導体 2 0 e との間に設 け られている点である。

[01 15] 高周波伝送線路 1 0 b では、図 2 0 に示すように、線路導体 2 0 a ， 2 0

b ， 2 0 f , 2 0 g , c ~ e , h , 2 1 ί は、誘電体シ一 卜1

8 b の表面 に設 け られてお り、 グラン ド導体 2 2 ， 2 4 によ り z 軸方向の両

側か ら挟 まれている。ただ し、線路導体 2 0 e は、誘電体シ一 卜1 8 e の表

面 に設 け られている。 これによ り、信号線路 2 0 における信号線路 2 と交

差 している部分 （すなわち、線路導体 2 0 e ) は、 グラン ド導体 2 4 よ りも

z 軸方向の負方向側 に設 け られている。 よって、高周波伝送線路 1 0 b では

、交差導体 2 4 e は、 グラン ド導体 2 4 における信号線路 2 0 と信号線路 2

とが交差 している部分 と重なる部分である。

[01 16] 以上のように構成 された高周波伝送線路 1 0 b では、線路導体 2 0 e と線

路導体 2 1 e との間には、接地電位 に保たれる交差導体 2 4 e が設 け られて



いる。すなわち、交差導体 2 4 e が中間グラン ド導体 と して機能 している。

そのため、高周波伝送線路 1 O b では、高周波伝送線路 1 0 と同様 に、信号

線路 2 0 と信号線路 2 1 との間のクロス 卜一クが低減 される。

[01 17] また、高周波伝送線路 1 0 b では、信号線路 2 は、全長 にわた って誘電

体シ一 卜1 8 b の表面上 に設 け られているので、誘電体シ一 卜1 8 b 以外の

誘電体シ一 卜に ビアホール導体等 を介 して引 き回されていない。 これによ り

、信号線路 2 1 の特性 インピーダンスが変動 しに くくなる。 そこで、信号線

路 2 0 を特性 インピーダンスの変動幅の許容幅が大 きい方の信号線路 と して

用い、信号線路 2 を特性 インピーダンスの変動幅の許容量が小さい方の信

号線路 と して用いればよい。 これによ り、高周波伝送線路 1 O b は、信号線

路 に要求される特性 に応 じた構成 をとることが可能 となる。

[01 18] また、高周波伝送線路 1 0 b では、 グラン ド導体 2 6 が設 け られず、 ダラ

ン ド導体 2 2 ， 2 4 の 2 つのグラン ド導体が設 け られている。 これによ り、

高周波伝送線路 1 O b では、 グラン ド導体の数 を減 らす ことが可能 となる。

[01 19] なお、高周波伝送線路 1 0 b においては、信号線路 2 0 の線路導体 2 0 e

は、信号線路 2 1 e および中間グラン ド導体 （交差導体 2 4 e ) よ りも z 軸

の負方向側 に設 け られたが、信号線路 2 1 e よ りも z 軸 の正方向側 に設 け ら

れるように設計 してもよい。 その場合、 中間グラン ド導体 となる交差導体は

信号線路 2 e よ りも z 軸 の正方向側、かつ、信号線路 2 0 e よ りも負方向

側 に設 け られる。

[01 20] (第 3 の変形例）

以下に、第 3 の変形例 に係 る高周波伝送線路 1 O c について図面 を参照 し

なが ら説明する。図 2 は、第 3 の変形例 に係 る高周波伝送線路 1 O c の外

観斜視図である。図 2 2 は、第 3 の変形例 に係 る高周波伝送線路 1 O c にお

ける分解斜視図である。図 2 3 は、第 3 の変形例 に係 る高周波伝送線路 1 0

c の断面構造図である。

[01 2 1 ] 高周波伝送線路 1 0 c は、信号線路 2 0 と信号線路 2 とが平行 に並走 し

ている点において高周波伝送線路 1 0 a と相違する。



[01 22] 誘電体素体 1 2 は、図 2 1 に示すように、 X 軸方向に延在 してお り、 X 軸

方向の正方向側の端部及び負方向側の端部のそれぞれにおいて 2 つに枝分か

れ した構造 を有 している。誘電体素体 1 2 は、図 2 2 に示すように、保護層

4 及び誘電体シー 卜1 8 a ~ 1 8 d が z 軸方向の正方向側か ら負方向側へ

とこの順 に積層 されて構成 されている可撓性の積層体である。以下では、誘

電体素体 1 2 の z 軸方向の正方向側の主面 を表面 と称 し、誘電体素体 1 2 の

z 軸方向の負方向側の主面 を裏面 と称す。

[01 23] 誘電体シ一 卜1 8 a ~ 1 8 d は、 z 軸方向か ら平面視 した ときに、誘電体

素体 1 2 と同 じ形状 をな している。誘電体シ一 卜1 8 a ~ 1 8 d は、 ポ リイ

ミ ド等の可撓性 を有する熱可塑性樹脂 によ り構成 されている。誘電体シ一 卜

1 8 a ~ 1 8 d の積層後の厚 さは、例 えば、 2 5 m ~ 2 0 0 m である。

以下では、誘電体シ一 卜1 8 a ~ 1 8 d の z 軸方向の正方向側の主面 を表面

と称 し、誘電体シ一 卜1 8 a ~ 1 8 d の z 軸方向の負方向側の主面 を裏面 と

称す。

[01 24] 信号線路 2 0 は、図 2 2 及び図 2 3 に示すように、誘電体素体 1 2 に設 け

られてお り、線路導体 2 0 a ， 2 0 b , 2 0 e によ り構成 されている。線路

導体 2 0 a ， 2 0 b は、誘電体シ一 卜1 8 c の表面 に設 け られ、 x 軸方向に

延在 している線状導体である。線路導体 2 0 a は、線路導体 2 O b よ りも X

軸方向の負方向側 に設 け られていると共 に、線路導体 2 0 b よ りも y 軸方向

の負方向側 に設 け られている。

[01 25] 線路導体 2 0 e は、誘電体シ一 卜1 8 d の表面 に設 け られ、 x 軸方向の正

方向側 に向か って進むに したが って、 y 軸方向の正方向側 に進むように、 X

軸 に対 して傾斜 している線状導体である。線路導体 2 0 a の X 軸方向の正方

向側の端部 は、線路導体 2 0 e の X 軸方向の負方向側の端部 と重な っている

。 そ して、線路導体 2 0 a の X 軸方向の正方向側の端部 と、線路導体 2 0 e

の X 軸方向の負方向側の端部 とは、 ビアホール導体 によ り接続 されている。

線路導体 2 0 b の X 軸方向の負方向側の端部 は、線路導体 2 0 e の X 軸方向

の正方向側の端部 と重な っている。 そ して、線路導体 2 0 b の X 軸方向の負



方向側の端部 と、線路導体 2 0 e の X 軸方向の正方向側の端部 とは、 ビアホ

—ル導体 によ り接続 されている。信号線路 2 0 は、銀や銅 を主成分 とする比

抵抗の小さな金属材料 によ り作製 されている。

[01 26] 信号線路 2 1 は、図 2 2 及び図 2 3 に示すように、誘電体素体 1 2 に設 け

られてお り、線路導体 2 C , d , 2 1 e によ り構成 されている。線路

導体 2 C , 2 1 d は、誘電体シ一 卜1 8 c の表面 に設 け られている。線路

導体 2 C , 2 1 d は、 X 軸方向に延在 している線状導体である。線路導体

2 1 c は、線路導体 2 d よ りも X 軸方向の負方向側 に設 け られていると共

に、線路導体 2 1 d よ りも y 軸方向の正方向側 に設 け られている。 これによ

り、線路導体 2 0 a と線路導体 2 1 c とが並走 している。 また、線路導体 2

0 b と線路導体 2 d とが並走 している。

[01 27] 線路導体 2 e は、誘電体シ一 卜1 8 b の表面 に設 け られている。線路導

体 2 1 e は、 X 軸方向の正方向側 に向か って進むに したが って、 y 軸方向の

負方向側 に進むように、 X 軸 に対 して傾斜 している線状導体である。線路導

体 2 c の X 軸方向の正方向側の端部 は、線路導体 2 e の X 軸方向の負方

向側の端部 と重な っている。 そ して、線路導体 2 1 c の X 軸方向の正方向側

の端部 と、線路導体 2 1 e の X 軸方向の負方向側の端部 とは、 ビアホール導

体 によ り接続 されている。線路導体 2 d の X 軸方向の負方向側の端部 は、

線路導体 2 1 e の X 軸方向の正方向側の端部 と重な っている。 そ して、線路

導体 2 d の X 軸方向の負方向側の端部 と、線路導体 2 e の X 軸方向の正

方向側の端部 とは、 ビアホール導体 によ り接続 されている。 また、信号線路

2 0 の線路導体 2 0 e と信号線路 2 の線路導体 2 1 e とは、 z 軸方向か ら

平面視 した ときに、交差 している。信号線路 2 1 は、銀や銅 を主成分 とする

比抵抗の小さな金属材料 によ り作製 されている。

[01 28] ダラン ド導体 2 2 は、図 2 2 及び図 2 3 に示すように、誘電体素体 1 2 に

おいて線路導体 2 0 a ， 2 0 b , 2 c , 2 1 d よ りも z 軸方向の正方向側

に設 け られてお り、 よ り詳細 には、誘電体シ一 卜1 8 a の表面 に設 け られて

いる。 グラン ド導体 2 2 は、 z 軸方向か ら平面視 した ときに、誘電体素体 1



2 と略同 じ形状 をな してお り、信号線路 2 0 ， 2 1 と重な っている。ただ し

、 グラン ド導体 2 2 は、線路導体 2 1 e の両端 と重な ってお り、線路導体 2

e の両端 を除 く部分 とは重な っていない。 グラン ド導体 2 2 は、銀や銅 を

主成分 とする比抵抗の小さな金属材料 によ り作製 されている。

[01 29] グラン ド導体 2 4 は、図 2 1 及び図 2 2 に示すように、誘電体素体 1 2 に

おいて線路導体 2 0 a ， 2 0 b , 2 c , 2 1 d よ りも z 軸方向の負方向側

に設 け られてお り、 よ り詳細 には、誘電体シ一 卜1 8 d の表面 に設 け られて

いる。 グラン ド導体 2 4 は、 z 軸方向か ら平面視 した ときに、誘電体素体 1

2 と略同 じ形状 をな してお り、信号線路 2 0 ， 2 1 と重な っている。ただ し

、 グラン ド導体 2 2 には、開口 0 p 2 が設 け られている。開口 0 p 2 内には

、線路導体 2 0 e が設 け られている。 よって、 グラン ド導体 2 4 は、線路導

体 2 0 e とは重な っていない。 グラン ド導体 2 4 は、銀や銅 を主成分 とする

比抵抗の小さな金属材料 によ り作製 されている。

[01 30] ここで、 グラン ド導体 2 4 には、図 2 2 に示すように、長方形状 をなす複

数の開口 3 0 ， 3 1 が設 け られている。複数の開口 3 0 は、 z 軸方向か ら平

面視 した ときに、信号線路 2 0 と重な っていると共 に、該信号線路 2 0 に沿

つて並ぶ ように設 け られている。複数の開口 3 は、 z 軸方向か ら平面視 し

た ときに、信号線路 2 と重な っていると共 に、該信号線路 2 に沿 って並

ぶ ように設 け られている。

[01 3 1 ] グラン ド導体 2 6 は、図 2 1 及び図 2 2 に示すように、誘電体素体 1 2 に

おいて線路導体 2 0 a ， 2 0 b , 2 c , 2 1 d と同 じ誘電体シ一 卜1 8 c

の表面 に設 け られている。 グラン ド導体 2 6 は、 z 軸方向か ら平面視 した と

きに、誘電体素体 1 2 と略同 じ形状 をな している。ただ し、 グラン ド導体 2

6 には開口 0 p 3 ~ 0 p 6 が設 け られている。 そ して、線路導体 2 0 a ， 2

O b ， 2 c , 2 1 d はそれぞれ、開口 0 p 3 ~ 0 p 6 内に設 け られている

。 これによ り、 グラン ド導体 2 6 は、線路導体 2 0 a ， 2 0 b , 2 c , 2

1 d とは重な っていない。 また、 グラン ド導体 2 6 は、 z 軸方向か ら平面視

した ときに、線路導体 2 0 e ， 2 1 e と重な っていると共 に、 z 軸方向にお



いて線路導体 2 0 e と線路導体 2 1 e との間に設 け られている。 グラン ド導

体 2 4 は、銀や銅 を主成分 とする比抵抗の小さな金属材料 によ り作製 されて

いる。

[01 32] 保護層 1 4 は、誘電体シ一 卜1 8 a の表面の略全面 を覆 っている。 これに

よ り、保護層 1 4 は、 グラン ド導体 2 2 を覆 っている。保護層 1 4 は、例 え

ば、 レジス 卜材等の可撓性樹脂か らなる。

[01 33] 高周波伝送線路 1 0 c のその他の構成 は、高周波伝送線路 1 0 a の構成 と

同 じであるので説明を省略する。

[01 34] 高周波伝送線路 1 0 c は、以下に説明するように用い られる。図 2 4 は、

高周波伝送線路 1 0 c が用い られた電子機器 2 0 0 を z 軸方向か ら平面視 し

た図である。

[01 35] 電子機器 2 0 0 は、高周波伝送線路 1 0 c 、 回路基板 2 0 2 a ， 2 0 2 b

テ リ一パ ック （金属体） 2 0 6 、筐体 2 1 0 及びアンテナ 2 1 2 を備

えている。

[01 36] 筐体 2 0 は、図 2 4 に示すように、高周波伝送線路 1 O c 、 回路基板 2

0 2 a , 2 0 2 b テ リ一パ ック 2 0 6 及びアンテナ 2 2 を収容 して

いる。回路基板 2 0 2 a には、例 えば、送信回路又は受信回路が設 け られて

いる。回路基板 2 0 2 b には、例 えば、給電回路 （R F I C ) が設 け られて

いる。 テ リ一パ ック 2 0 6 は、例 えば、 リチウムイオ ン 2 次電池であ り

、 その表面が金属 カバ一によ り覆われた構造 を有 している。回路基板 2 0 2

a 、バ ッテ リーパ ック 2 0 6 及び回路基板 2 0 2 b は、 x 軸方向の負方向側

か ら正方向側へ とこの順 に並んでいる。 また、 アンテナ 2 1 2 は、回路基板

2 0 2 a に接続 されている。

[01 37] 高周波伝送線路 1 0 c は、 回路基板 2 0 2 a と回路基板 2 0 2 b とを接続

している。 また、誘電体素体 1 2 の表面 （よ り正確 には、保護層 1 4 ) は、

テ リ一パ ック 2 0 6 に対 して接触 している。 そ して、誘電体素体 1 2 の

表面 とバ ッテ リーパ ック 2 0 6 とは、接着剤等 によ り固定されている。

[01 38] 以上のように構成 された高周波伝送線路 1 0 c では、線路導体 2 0 e と線



路導体 2 1 e との間にグラン ド導体 2 6 が設けられている。そのため、高周

波伝送線路 1 O c では、高周波伝送線路 1 0 a と同様に、信号線路 2 0 と信

号線路 2 との間のクロス トークが低減される。

[01 39] また、線路導体 2 0 a と線路導体 2 c との間、及び、線路導体 2 0 b と

線路導体 2 1 d との間には、 グラン ド導体 2 6 が設けられている。よって、

信号線路 2 0 と信号線路 2 との間のクロス 卜一クがより低減される。

[0140] (その他の実施形態）

本発明に係る高周波伝送線路は、前記高周波伝送線路 1 0 ， 1 0 a ~ 1 0

c に限 らず、その要旨の範囲内において変更可能である。

[0141 ] なお、高周波伝送線路 1 0 ， 1 0 a ~ 1 0 c の構成を組み合わせて用いて

もよい。

[0142] なお、電子機器 2 0 0 は、携帯電話、タブレッ ト型端末、 ノ一 卜型バソコ

ン等の携帯通信端末に限 らず、デジタルカメラや据え置 き型パソコン等のよ

うに高周波信号を伝送するための信号線路を含む機器であればよい。

[0143] また、高周波伝送線路 1 0 ， 1 0 a ~ 1 0 c は、 アンテナと給電回路 とを

接続するために用いられるのではな く、高周波信号の整合回路同士を接続す

るために用いられてもよい。 また、高周波伝送線路 1 0 ， 1 0 a ~ 1 O c は

、 2 つの高周波回路基板を接続するために用いられてもよい。

[0144] また、高周波伝送線路 1 0 ， 1 0 a ~ 1 0 c において、 ビアホール導体の

代わ りに、貫通孔の内周面にめつき膜を形成 したスル 一ホール導体が用いら

れてもよい。

[0145] また、高周波伝送線路 1 0 ， 1 0 a ~ 1 0 c において、 グラン ド導体 2 2

， 2 4 は、誘電体素体 1 2 内に設けられているものもあるが、その両方が誘

電体素体 1 2 の表面又は裏面に設けられていてもよい。

[0146] なお、高周波伝送線路 1 0 ， 1 0 a ~ 1 0 c は、 ア ンテ ナ フ ロン トエ ン ド

モジュールなどR F 回路基板における高周波伝送線路 として用いられてもよ

い。

[0147] なお、高周波伝送線路 1 0 ， 1 0 a ~ 1 0 c において、 コネクタ 1 0 0 a



~ 1 O O d が実装されていなくてもよい。この場合、高周波伝送線路 1 0 ，

1 0 a ~ 0 c の端部と回路基板とがはんだ等によって接続される。なお、

高周波伝送線路 1 0 ， 1 0 a ~ 1 0 c のいずれかの端部のみにコネクタ 1 0

0 a ~ 0 0 d が実装されてもよい。

[0148] また、コネクタ 1 0 0 a ~ 1 0 0 d は、高周波伝送線路 1 0 ， 1 0 a ~ 1

0 c の表面に実装されているが、高周波伝送線路 1 0 ， 1 0 a ~ 1 0 c の裏

面に実装されていてもよい。また、例えば、コネクタ 1 0 0 a ， 0 0 b が

高周波伝送線路 1 0 ， 1 0 a ~ 1 0 c の表面に実装され、コネクタ 1 0 0 c

， 1 0 0 d が高周波伝送線路 1 0 ， 1 0 a ~ 1 0 c の裏面に実装されてもよ

い。

産業上の利用可能性

[0149] 以上のように、本発明は、高周波伝送線路及び電子機器に有用であり、特

に、交差 している2 本の信号線路間のクロス 卜一クを低減できると共に、積

層体において 2 本の信号線路が交差 している部分の厚みを低減できる点にお

いて優れている。

符号の説明

[01 50] 1 0 ， 0 a ~ 0 c 高周波伝送線路

誘電体素体

1 8 a ~ 8 e 誘電体シ一 卜

2 0 , 信号線路

2 2 ， 2 4 , 2 6 グラン ド導体

3 0 , 3 開口

2 0 0 電子機器

0 筐体



請求の範囲

[ 請求項 1] 複数 の誘電体層が積層 されてなる積層体 と、

前記誘電体層上 に設 け られている第 1 の信号線路 と、

積層方向か ら平面視 した ときに、前記第 1 の信号線路 と交差 してい

る第 2 の信号線路であ って、該第 1 の信号線路 と交差 している部分 に

おいて、該第 1 の信号線路 とは異なる前記誘電体層上 に設 け られ、該

第 1 の信号線路 と交差 していない部分 において該第 1 の信号線路 と同

じ前記誘電体層上 に設 け られている第 2 の信号線路 と、

積層方向か ら平面視 した ときに、前記第 1 の信号線路 と前記第 2 の

信号線路 とが交差 している部分 と重な り、かつ、積層方向において該

第 1 の信号線路 と該第 2 の信号線路 との間に設 け られている中間ダラ

ン ド導体 と、

を備 えていること、

を特徴 とする高周波伝送線路。

[ 請求項 2 ] 前記第 1 の信号線路 において前記第 2 の信号線路 と交差 している部

分は、該第 1 の信号線路 において該第 2 の信号線路 と交差 している部

分 よ りも積層方向の他方側 に設 け られ、

前記第 2 の信号線路 において前記第 1 の信号線路 と交差 している部

分は、該第 2 の信号線路 において該第 1 の信号線路 と交差 している部

分 よ りも積層方向の一方側 に設 け られていること、

を特徴 とする請求項 1 に記載の高周波伝送線路。

[ 請求項 3 ] 前記第 1 の信号線路及び前記第 2 の信号線路 における該第 1 の信号

線路 と該第 2 の信号線路 とが交差 していない部分 よ りも積層方向の一

方側 に設 け られている第 1 のグラン ド導体 と、

前記第 1 の信号線路及び前記第 2 の信号線路 における該第 1 の信号

線路 と該第 2 の信号線路 とが交差 していない部分 よ りも積層方向の他

方側 に設 け られている第 2 のグラン ド導体 と、

を更に備 えていること、



を特徴 とする請求項 1 又 は請求項 2 のいずれかに記載の高周波伝送

線路。

[ 請求項4] 前記第 1 の信号線路 と前記第 2 の グラン ド導体 とが重な っている面

積 は、該第 1 の信号線路 と前記第 1 の グラン ド導体 とが重な っている

面積 よ りも小さ く、

前記第 2 の信号線路 と前記第 2 の グラン ド導体 とが重な つている面

積 は、該第 2 の信号線路 と前記第 1 の グラン ド導体 とが重な つている

面積 よ りも小さ く、

前記第 1 の信号線路及び前記第 2 の信号線路 における該第 1 の信号

線路 と該第 2 の信号線路 とが交差 していない部分 と前記第 2 の グラン

ド導体 との積層方向における距離 は、該第 1 の信号線路及び該第 2 の

信号線路 における該第 1 の信号線路 と該第 2 の信号線路 とが交差 して

いない部分 と前記第 1 の グラン ド導体 との積層方向における距離 よ り

も小さいこと、

を特徴 とする請求項 3 に記載の高周波伝送線路。

[ 請求項 5] 前記第 2 の グラン ド導体 には、前記第 1 の信号線路 に沿 つて並ぶ複

数の第 1 の開口、及び、前記第 2 の信号線路 に沿 つて並ぶ複数の第 2

の開口が設 け られていること、

を特徴 とする請求項 4 に記載の高周波伝送線路。

[ 請求項 6] 前記第 1 の信号線路 における前記第 2 の信号線路 と交差 している部

分は、前記第 2 の ダラン ド導体 よ りも積層方向の他方側 に設 け られて

お り、

前記中間グラン ド導体は、前記第 2 の グラン ド導体 における前記第

の信号線路 と前記第 2 の信号線路 とが交差 している部分 と重なる部

分であること、

を特徴 とする請求項 2 に記載の高周波伝送線路。

[ 請求項7] 高周波伝送線路 と、

前記高周波伝送線路 を収容 している筐体 と、



を備 えてお り、

前記高周波伝送線路 は、

複数の誘電体層が積層 されてなる積層体 と、

前記誘電体層上 に設 け られている第 1 の信号線路 と、

積層方向か ら平面視 した ときに、前記第 1 の信号線路 と交差 して

いる第 2 の信号線路であ って、該第 1 の信号線路 と交差 している部分

において、該第 1 の信号線路 とは異なる前記誘電体層上 に設 け られ、

該第 1 の信号線路 と交差 していない部分 において該第 1 の信号線路 と

同 じ前記誘電体層上 に設 け られている第 2 の信号線路 と、

積層方向か ら平面視 した ときに、前記第 1 の信号線路 と前記第 2

の信号線路 とが交差 している部分 と重な り、かつ、積層方向において

該第 1 の信号線路 と該第 2 の信号線路 との間に設 け られている中間グ

ラ ン ド導体 と、

を備 えていること、

を特徴 とする電子機器。
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